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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 県民生活課 

保 有 県民生活課 

個人情報取扱事務の名称 愛媛県消費生活審議会に関する事務 

個人情報取扱事務の目的 愛媛県消費生活審議会の運営 

根拠法令等 
愛媛県執行機関の附属機関設置条例 

愛媛県消費生活審議会規程 

個人情報の対象者の範囲 愛媛県消費生活審議会委員 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 □性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 
□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況 □意見・要望 □相談 ☑その他（人格） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第69条第２項第２号該当） 

□無 

提供先 
☑実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考 

事務の名称、事務の目的、根拠法令等、個人情報の対象者の

範囲 

（愛媛県消費者保護審議会→愛媛県消費生活審議会） 

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 県民生活課 

保 有 県民生活課 

個人情報取扱事務の名称 愛媛県消費者苦情処理審査会に関する事務 

個人情報取扱事務の目的 愛媛県消費者苦情処理審査会の運営 

根拠法令等 
愛媛県執行機関の附属機関設置条例 

愛媛県消費者苦情処理審査会規程 

個人情報の対象者の範囲 愛媛県消費者苦情処理審査会委員 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 □性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 
□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況 □意見・要望 □相談 ☑その他（人格） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第69条第２項第２号該当） 

□無 

提供先 
☑実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 県民生活課 

保 有 県民生活課 

個人情報取扱事務の名称 消費者支援功労者表彰事務 

個人情報取扱事務の目的 消費者支援功労者表彰等候補者の選考 

根拠法令等 
消費者支援功労者表彰等実施要綱、消費者支援功労者表彰等

実施要領、消費者支援功労者表彰等推薦要領 

個人情報の対象者の範囲 消費者支援功労者表彰基準に係る主要団体の会長等 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況 □意見・要望 □相談 ☑その他（ 人

格・信用状況 ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第69条第２項第３号該当） 

□無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 ☑他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



4 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  ☑地方機関共通  □固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 県民生活課 

保 有 県民生活課、各地方局総務県民課 

個人情報取扱事務の名称 特定商取引に関する法律に基づく調査事務 

個人情報取扱事務の目的 調査対象者の本人確認のため 

根拠法令等 

特定商取引に関する法律第６条の２、第12条の２、第21条の

２、第34条の２、第36条の２、第43条の２、第44条の２、第

52条の２、第54条の２ 

個人情報の対象者の範囲 調査対象者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 
☑心身の状況 ☑家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況 □意見・要望 □相談 □その他（ ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（    ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考 
 

 

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  ☑地方機関共通  □固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 県民生活課 

保 有 県民生活課、各地方局総務県民課 

個人情報取扱事務の名称 愛媛県消費生活条例に基づく調査事務 

個人情報取扱事務の目的 調査対象者の本人確認のため 

根拠法令等 愛媛県消費生活条例 

個人情報の対象者の範囲 調査対象者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 
☑心身の状況 ☑家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況 □意見・要望 □相談 □その他（ ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（   ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考 
 

 

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



6 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  ☑地方機関共通  □固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 県民生活課 

保 有 愛媛県消費生活センター 

個人情報取扱事務の名称 個人情報の保護に関する法律に基づく相談事務 

個人情報取扱事務の目的 個人情報に関する相談の処理 

根拠法令等 個人情報の保護に関する法律 

個人情報の対象者の範囲 調査対象者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 
□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況 □意見・要望 ☑相談 □その他（ ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第69条第２項第３号該当） 

□無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 ☑他の官公庁 

□民間・私人  □その他（   ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考 

保有組織 

 18.4.1～（愛媛県生活センター→愛媛県消費生活センター、各地方局県民生活課

→松山地方局を除く各地方局県民生活課） 

 19.4.1～松山地方局を除く各地方局県民生活課→取扱廃止 

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



7 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 県民生活課 

保 有 県民生活課 

個人情報取扱事務の名称 金融広報アドバイザー事務 

個人情報取扱事務の目的 

合理的な生活設計や、暮らしに関連する金融経済情報の提

供、金銭教育の普及などの活動を指導者として実践し、国民

生活の向上と安定を図る。 

根拠法令等 金融広報アドバイザー委嘱要領 

個人情報の対象者の範囲 金融広報アドバイザー 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 
□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況 □意見・要望 □相談 □その他（ ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（   ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考 
 

 

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 県民生活課 

保 有 県民生活課 

個人情報取扱事務の名称 金融知識普及功績者表彰事務 

個人情報取扱事務の目的 金融知識普及功績者候補者の選考 

根拠法令等 金融知識普及功績者表彰要領 

個人情報の対象者の範囲 基準該当者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 
□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況 □意見・要望 □相談 □その他（  ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第69条第２項第１号該当） 

□無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  ☑その他（ 報道機関 ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



9 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（    年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 県民生活課 

保 有 県民生活課 

個人情報取扱事務の名称 金融学習グループ設定事務 

個人情報取扱事務の目的 

暮らしに身近な金融経済知識の習得のための学習活動を支援

し、グループのメンバー等が健全で合理的な家計運営を実現

することを目的とする。 

根拠法令等 金融学習グループ設定要領 

個人情報の対象者の範囲 金融学習グループリーダー 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 □性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 
□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況 □意見・要望 □相談 □その他（ ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（   ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考 
 

 

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



10 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 県民生活課 

保 有 県民生活課 

個人情報取扱事務の名称 消費者問題啓発講師の派遣事業に関する事務 

個人情報取扱事務の目的 

消費者トラブルについて地域等における消費者教育・啓発を 

促進するにあたり、県が実施する「消費者問題啓発講師養成

講座」の修了生を講師等として、出前講座等に派遣するた

め。 

根拠法令等 
消費者基本法第２条、第４条 

愛媛県消費生活条例第３条、第４条 

個人情報の対象者の範囲 消費者問題啓発講師養成講座修了生 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 
□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況 □意見・要望 □相談 □その他（ ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（   ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考 
 

 

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



11 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 ☑全庁共通  □地方機関共通  □固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 県民生活課 

保 有 県民生活課、各地方局総務県民課 

個人情報取扱事務の名称 不当景品類及び不当表示法に基づく調査事務 

個人情報取扱事務の目的 不当景品類及び不当表示防止法に基づく調査事務 

根拠法令等 不当景品類及び不当表示防止法第29条、第33条 

個人情報の対象者の範囲 関係者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 □生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 
□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 ☑資

産・収入の状況 ☑意見・要望 □相談 □その他（ ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（    ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考 
 

 

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



12 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（     年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 県民生活課 

保 有 県民生活課 

個人情報取扱事務の名称 消費生活講座事務 

個人情報取扱事務の目的 講座についての必要事項を通知するため 

根拠法令等 愛媛大学連携「消費生活講座」実施概要 

個人情報の対象者の範囲 受講希望者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 ☑メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 
□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況 ☑意見・要望 □相談 □その他（ ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（   ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考 
 

 

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



13 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 ☑全庁共通  □地方機関共通  □固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（     年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 県民生活課 

保 有 県民生活課 各地方局総務県民課 

個人情報取扱事務の名称 愛媛県善意の住宅照会関係事務 

個人情報取扱事務の目的 
県民や企業等の善意により無償で貸与される住宅を登録し、

被災者に紹介するため。 

根拠法令等 愛媛県善意の住宅紹介関係要領 

個人情報の対象者の範囲 住宅提供者、利用希望者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 ☑メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 
□心身の状況 ☑家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況 ☑意見・要望 □相談 □その他（ ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（   ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考 
 

 

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



14 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 県民生活課 

保 有 県民生活課 

個人情報取扱事務の名称 審議会委員等選任等事務 

個人情報取扱事務の目的 

適切な人材を審議会委員に委嘱するとともに、県が行う「審

議会等の見直し方針」等に基づく見直しを円滑に実施するた

め。 

根拠法令等 
愛媛県執行機関の附属機関設置条例、愛媛県消費生活審議会

規程、愛媛県消費者苦情処理審査会規程 

個人情報の対象者の範囲 審議会委員等選任者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 □住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第69条第２項第２号及び第３号該当） 

□無 

提供先 
☑実施機関内部 ☑他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



15 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 県民生活課 

保 有 県民生活課 

個人情報取扱事務の名称 安全安心なまちづくり関係功労者表彰事務 

個人情報取扱事務の目的 安全安心なまちづくり関係功労者候補者の選考 

根拠法令等 
安全安心なまちづくり関係功労者表彰要綱 

安全安心なまちづくり関係功労者表彰候補者の推薦要領 

個人情報の対象者の範囲 基準該当者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第69条第２項第２号及び第３号該当） 

□無 

提供先 
☑実施機関内部 ☑他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



16 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（令和６年４月１日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 県民生活課 

保 有 県民生活課 

個人情報取扱事務の名称 愛媛県再犯防止推進会議に関する事務 

個人情報取扱事務の目的 愛媛県再犯防止推進会議の運営 

根拠法令等 愛媛県再犯防止推進会議設置要綱 

個人情報の対象者の範囲 愛媛県再犯防止推進会議委員 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 □性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第69条第２項第２号該当） 

□無 

提供先 
☑実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



17 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（令和６年４月１日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 県民生活課 

保 有 県民生活課 

個人情報取扱事務の名称 犯罪をした者等への就労支援事業に関する事務 

個人情報取扱事務の目的 事業の実施、効果・検証のため 

根拠法令等 

再犯の防止等の推進に関する法律第４条、第 24条 

再犯防止推進計画 

愛媛県犯罪の起きにくい安全で安心なまちづくり条例 

個人情報の対象者の範囲 支援対象者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 □氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 □住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 ☑犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 ☑心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 ☑刑事事件に関する手続 ☑少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

☑心身の状況 ☑家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況 □意見・要望 □相談 ☑その他（性格、

精神的悩み等） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 ☑有（委託内容 犯罪をした者等への就労支援事業）□無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

☑その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



18 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（令和６年４月１日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 県民生活課 

保 有 県民生活課 

個人情報取扱事務の名称 愛媛県犯罪被害者等支援条例に関する事務 

個人情報取扱事務の目的 
愛媛県犯罪被害者等支援条例に基づき、県民の意識醸成及び

支援に関わる人材育成等を円滑に支援するため。 

根拠法令等 愛媛県犯罪被害者等支援条例 

個人情報の対象者の範囲 研修会の参加者等 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 □性別 □生年月日・年齢 □顔

画像 □住所・居所 ☑電話番号 ☑メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（令和６年４月１日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 県民生活課 

保 有 県民生活課 

個人情報取扱事務の名称 愛媛県犯罪被害者等支援推進会議に関する事務 

個人情報取扱事務の目的 

適切な人材を愛媛県犯罪被害者等支援推進会議委員に委嘱

し、犯罪被害者等の支援に関する指針の策定、変更を円滑に

実施するため。 

根拠法令等 
愛媛県犯罪被害者等支援条例、愛媛県犯罪被害者等支援推進

会議規程 

個人情報の対象者の範囲 愛媛県犯罪被害者等支援推進会議委員 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 ☑メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第 69 条第２項第２号該当） 

□無 

提供先 
☑実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（令和６年４月１日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 県民生活課 

保 有 県民生活課 

個人情報取扱事務の名称 愛媛県犯罪被害者等支援金事業運営委員会に関する事務 

個人情報取扱事務の目的 
県及び市町が連携して犯罪被害者等への経済的支援を円滑に

実施するため。 

根拠法令等 愛媛県犯罪被害者等支援条例 

個人情報の対象者の範囲 犯罪被害者等 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 □性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 ☑

犯罪により害を被った事実 ☑心身の機能の障害 ☑医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 ☑刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

☑心身の状況 ☑家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 県民生活課 

保 有 県民生活課 

個人情報取扱事務の名称 
特定非営利活動法人の認証、認定ＮＰＯ法人の認定及び管理

事務 

個人情報取扱事務の目的 

特定非営利活動を行う団体に法人格を付与すること等によ

り、同活動の健全な発展を促進し、公益の増進に寄与するた

め。 

根拠法令等 
特定非営利活動促進法第10条、第23条、第29条、第43条の

2、第44条、第52条、第53条、第58条、第62条 

個人情報の対象者の範囲 特定非営利活動法人の役員、社員、設立者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 ☑メールアドレス ☑そ

の他（親族関係）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 ☑犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

☑その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 県民生活課 

保 有 県民生活課 

個人情報取扱事務の名称 えひめ地域協働推進事業選考委員会の委員選任事務 

個人情報取扱事務の目的 
多様な主体による連携・協働の促進を目的に、県が委託又は

補助する団体を選考するため。 

根拠法令等 えひめ地域協働推進事業選考委員会設置要綱 

個人情報の対象者の範囲 委員、委員候補者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 ☑メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 ☑信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  ☑意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第 69条第２項第２号及び第３号該当） 

□無 

提供先 
☑実施機関内部 ☑他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。  
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 県民生活課 

保 有 県民生活課 

個人情報取扱事務の名称 愛媛県特定非営利活動促進基金寄付金受入事務 

個人情報取扱事務の目的 

ＮＰＯ法人が取り組む社会貢献活動を応援するため、県民や

企業の皆様からの寄付をもとにＮＰＯ法人の活動支援を行う

ための基金を設置し、法人の活動を助成することを目的とす

る。 

根拠法令等 あったか愛媛ＮＰＯ応援基金寄付金募集要綱 

個人情報の対象者の範囲 基金に寄付しようとする個人・団体 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 □性別 □生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 ☑メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                 ☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 県民生活課 

保 有 県民生活課 

個人情報取扱事務の名称 愛媛ボランティアネット管理事務 

個人情報取扱事務の目的 
愛媛ボランティアネットの利用により、県民がボランティア

活動に参加しやすい環境づくりを進めることを目的とする。 

根拠法令等 愛媛ボランティアネット利用規約 

個人情報の対象者の範囲 
愛媛ボランティアネット、いーよネットに会員登録する個

人・団体 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 ☑メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況 □意見・要望 □相談 ☑その他（資格・

所属団体・参加可能なボランティアの条件） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） ☑無 

提供先 

□実施機関内部 □ 

他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 ☑有（委託内容 愛媛ボランティアネット運営管理業務）□無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 

☑有（ファイル名 愛媛ボランティアネット管理ファイル） 

□無 

備考 

個人情報の取扱いに関する制限の適用を除外する事項につい

て愛媛県個人情報保護審議会の答申済（令和5年8月26日）事

業名（いーよネット）、委託事業の変更（平成15年4月1日）

愛媛ボランティアネットといーよネットの統合（平成16年11

月19日） 

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 



25 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 ☑全庁共通  □地方機関共通  □固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 県民生活課 

保 有 各課 

個人情報取扱事務の名称 叙勲・褒章事務 

個人情報取扱事務の目的 国家又は公共に対して功労のある者を称えるため 

根拠法令等 国からの推薦依頼に基づいて候補者を推薦している。 

個人情報の対象者の範囲 叙勲褒章基準を満たす者で各部から推薦のあった者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス ☑そ

の他（本籍）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 ☑犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第69条第２項第３号該当） 

□無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 ☑他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
☑有（ファイル名 叙勲・褒章受章者名簿 ）□無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



26 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 ☑全庁共通  □地方機関共通  □固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 県民生活課 

保 有 各課 

個人情報取扱事務の名称 愛媛県功労賞事務 

個人情報取扱事務の目的 県勢の伸展に特に顕著な功労のあった者を顕彰するため 

根拠法令等 愛媛県功労賞規則 

個人情報の対象者の範囲 表彰基準を満たす者で各部から推薦のあった者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 ☑顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第69条第２項第１号該当） 

□無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  ☑その他（顕彰録として来賓配付） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
☑有（ファイル名  功労賞受賞者名簿   ）□無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 ☑全庁共通  □地方機関共通  □固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 県民生活課 

保 有 各課 

個人情報取扱事務の名称 愛媛県政発足記念日知事表彰事務 

個人情報取扱事務の目的 県行政の振興に特に顕著な功労のあった者を顕彰するため 

根拠法令等 愛媛県政発足記念日知事表彰要綱 

個人情報の対象者の範囲 表彰基準を満たす者で各部から推薦のあった者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第 69 条第２項第第３号該当） 

□無 

提供先 
□実施機関内部 ☑他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
☑有（ファイル名 県政発足記念日知事表彰受賞者名簿）□無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 ☑全庁共通  □地方機関共通  □固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 県民生活課 

保 有 各課 

個人情報取扱事務の名称 愛顔のえひめ知事表彰（愛顔のえひめ賞関係）事務 

個人情報取扱事務の目的 
各分野（文化・スポーツ以外）で顕著な成績を収めた者を顕

彰するため 

根拠法令等 愛顔のえひめ知事表彰要綱 

個人情報の対象者の範囲 表彰基準を満たす者で各部から推薦のあった者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 □性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第 69 条第２項第３号該当） 

□無 

提供先 
□実施機関内部 ☑他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
☑有（ファイル名 愛顔のえひめ知事表彰受賞者名簿 ）□無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 ☑全庁共通  □地方機関共通  □固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 県民生活課 

保 有 県民生活課 

個人情報取扱事務の名称 愛媛県県民賞事務 

個人情報取扱事務の目的 
広く県民の模範として卓絶した功績のあった者の事績をたた

えて顕彰するため 

根拠法令等 愛媛県県民賞条例 

個人情報の対象者の範囲 選考基準を満たし、選考の対象となる者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 □性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第69条第２項第１号該当） 

□無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  ☑その他（顕彰録として来賓配付） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

☑その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 人権対策課 

保 有 人権対策課 

個人情報取扱事務の名称 愛媛県人権施策推進協議会事務 

個人情報取扱事務の目的 人権施策の推進に関する重要事項を調査協議させること等。 

根拠法令等 
愛媛県人権尊重の社会づくり条例 

愛媛県人権施策推進協議会規程 

個人情報の対象者の範囲 人権問題に関する有識者、団体関係者、公募委員 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 ☑メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 ☑社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第 69 条第２項第１号該当） 

□無 

提供先 
☑実施機関内部 ☑他の実施機関 □他の官公庁 

☑民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考 

記録項目の変更（電話番号の追加） 

収集先の変更（個人情報の本人を追加） 

記録項目の変更（個人識別符号、メールアドレスを追加） 

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 人権対策課 

保 有 人権対策課 

個人情報取扱事務の名称 愛媛県人権問題研修講師紹介事業事務 

個人情報取扱事務の目的 
人権問題に造詣が深い講師を紹介して、県民が人権の意義等

について理解を深める機会を提供する。 

根拠法令等 人権問題研修講師紹介事業実施要領 

個人情報の対象者の範囲 
女性、子ども、高齢者、障がい者、同和問題等の人権に関す

る有識者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 □性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 ☑メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 ☑社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況 □意見・要望 □相談 ☑その他（主な著

書、講師からのメッセージ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考 

「派遣」事業の廃止及び「紹介」事業のみの継続に伴う、個

人情報取扱事務の名称・目的・根拠法令等の変更 

記録項目の変更（個人識別符号、メールアドレスを追加） 

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 人権対策課（愛媛県人権啓発センター） 

保 有 人権対策課（愛媛県人権啓発センター） 

個人情報取扱事務の名称 人権問題に関する相談事務 

個人情報取扱事務の目的 人権問題に関する相談の処理 

根拠法令等 愛媛県人権啓発センター設置要綱 

個人情報の対象者の範囲 相談申出者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 □氏名 □性別 □生年月日・年齢 □顔

画像 □住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  ☑相談  □その他

（    ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



33 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 人権対策課 

保 有 人権対策課 

個人情報取扱事務の名称 隣保館運営事業功労者厚生労働大臣表彰事務 

個人情報取扱事務の目的 
隣保館運営事業功労者に対する厚生労働大臣表彰の候補者の

選考 

根拠法令等 隣保館運営事業功労者に対する厚生労働大臣表彰要綱 

個人情報の対象者の範囲 隣保館の館長及び指導職員（退職者を含む） 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 ☑社会的身分 □病歴 ☑犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 
□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況 □意見・要望 □相談 ☑その他（功績） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考 目的外の利用はないため修正 

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



34 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 人権対策課 

保 有 人権対策課 

個人情報取扱事務の名称 愛媛県いじめ問題再調査委員会事務 

個人情報取扱事務の目的 

いじめ防止対策推進法に基づき、いじめの重大事態に係る学

校や学校設置者による調査結果に関し、知事の求めに応じ

て、愛媛県いじめ問題再調査委員会が、再調査を行う必要性

の有無に係る調査審議又は再調査を実施するため。 

根拠法令等 

いじめ防止対策推進法第 30 条第２項及び第 31条第２項 

愛媛県執行機関の設置条例第５条 

愛媛県いじめ問題再調査委員会規程第１条 

個人情報の対象者の範囲 
愛媛県いじめ問題再調査委員会委員（弁護士、学識経験者

等） 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 ☑メールアドレス ☑そ

の他（     ） 

要配慮個人情報 

□人種 □信条 ☑社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考 

個人情報の対象者の範囲に再調査委員会委員を追加 

対象者の類型別に作成、記録項目の変更（個人識別符号、メ

ールアドレスを追加） 

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



35 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 人権対策課 

保 有 人権対策課 

個人情報取扱事務の名称 愛媛県いじめ問題再調査委員会事務 

個人情報取扱事務の目的 

いじめ防止対策推進法に基づき、いじめの重大事態に係る学

校や学校設置者による調査結果に関し、知事の求めに応じ

て、愛媛県いじめ問題再調査委員会が、再調査を行う必要性

の有無に係る調査審議又は再調査を実施するため。 

根拠法令等 

いじめ防止対策推進法第 30 条第２項及び第 31条第２項 

愛媛県執行機関の設置条例第５条 

愛媛県いじめ問題再調査委員会規程第１条 

個人情報の対象者の範囲 いじめ重大事態に係る関係者（児童生徒、保護者等） 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 ☑顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 ☑メールアドレス ☑そ

の他（国籍・本籍・印影）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 ☑社会的身分 ☑病歴 □犯罪の経歴 ☑

犯罪により害を被った事実 ☑心身の機能の障害 ☑医師等

により行われた健康診断等の結果 ☑医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

☑心身の状況 ☑家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 ☑資

産・収入の状況 ☑意見・要望 □相談 ☑その他（性格、

精神的悩み等） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考 
個人情報の対象者の範囲に再調査委員会委員を追加 

対象者の類型別に作成 

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 

 



36 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 人権対策課及び地方局総務県民課 

保 有 人権対策課及び地方局総務県民課 

個人情報取扱事務の名称 人権啓発講座運営事務 

個人情報取扱事務の目的 

広く県民の人権意識の高揚を図るために開催する人権啓発講

座の参加希望者から、氏名や連絡先、参加人数を把握して、

定員が限られている会場運営に役立てるため。 

根拠法令等 
人権教育及び人権啓発の推進に関する法律第５条 

愛媛県人権尊重の社会づくり条例第２条 

個人情報の対象者の範囲 人権啓発講座講師 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 ☑顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 ☑メールアドレス ☑そ

の他（印影  ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 ☑社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考 

個人情報の対象者の範囲に講師を追加し、個人情報の記録項

目に生年月日・年齢、その他（印影、写真等）を追加 

対象者の類型別に作成、記録項目の変更（個人識別符号、メ

ールアドレスを追加） 

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



37 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 人権対策課及び地方局総務県民課 

保 有 人権対策課及び地方局総務県民課 

個人情報取扱事務の名称 人権啓発講座運営事務 

個人情報取扱事務の目的 

広く県民の人権意識の高揚を図るために開催する人権啓発講

座の参加希望者から、氏名や連絡先、参加人数を把握して、

定員が限られている会場運営に役立てるため。 

根拠法令等 
人権教育及び人権啓発の推進に関する法律第５条 

愛媛県人権尊重の社会づくり条例第２条 

個人情報の対象者の範囲 人権啓発講座参加希望者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 □生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 ☑メールアドレス □そ

の他（    ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考 

個人情報の対象者の範囲に講師を追加し、個人情報の記録項

目に生年月日・年齢、その他（印影、写真等）を追加 

対象者の類型別に作成し、参加者を参加希望者に修正、記録

項目の変更（メールアドレスを追加） 

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



38 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 人権対策課 

保 有 人権対策課 

個人情報取扱事務の名称 人権啓発フェスティバル運営事務 

個人情報取扱事務の目的 

広く県民の人権意識の高揚を図るために開催する人権啓発フ

ェスティバルにおける講演会等の参加希望者から、氏名や連

絡先、参加人数を把握して、定員が限られている会場運営に

役立てるため。 

根拠法令等 
人権教育及び人権啓発の推進に関する法律第５条 

愛媛県人権尊重の社会づくり条例第２条 

個人情報の対象者の範囲 人権啓発フェスティバル講演会等参加希望者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 □性別 □生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 ☑有（委託内容 参加希望者への整理券等の発送 ）□無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考 外部委託の有無に、参加希望者への整理券等の発送を追加 

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



39 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（    年  月  日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 人権対策課 

保 有 人権対策課 

個人情報取扱事務の名称 隣保館運営等事業費補助金交付事務 

個人情報取扱事務の目的 
隣保館運営等事業費補助金交付事務において、対象となる隣

保館職員の資格要件及び人件費を確認するため。 

根拠法令等 
地方改善事業費（隣保館運営費等）補助金交付要綱 

愛媛県隣保館運営等事業費補助金交付要綱 

個人情報の対象者の範囲 隣保館の館長、指導職員、事務職員等 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 □住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（    ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 ☑社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 ☑資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（    ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 



40 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 人権対策課 

保 有 人権対策課 

個人情報取扱事務の名称 ＬＧＢＴ専門相談等に関する事務 

個人情報取扱事務の目的 人権問題に関する相談の処理 

根拠法令等 愛媛県人権施策推進基本方針第４章 10 

個人情報の対象者の範囲 相談申出者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 □性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  ☑相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 ☑有（委託内容：愛媛県 LGBT専門相談窓口運営等業務）□無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 

  



41 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 人権対策課 

保 有 人権対策課 

個人情報取扱事務の名称 SNS等ネット中傷対策事業に関する講座運営事務 

個人情報取扱事務の目的 
SNS 等ネット中傷対策事業において、市町等職員のスキルア

ップを図るため、講師を招聘し、講座等開催する。 

根拠法令等 
人権教育及び人権啓発の推進に関する法律第５条 

愛媛県人権尊重の社会づくり条例 

個人情報の対象者の範囲 講座講師 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 ☑顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 ☑メールアドレス ☑そ

の他（印影  ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 ☑社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和６年４月１日 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 人権対策課 

保 有 人権対策課 

個人情報取扱事務の名称 差別をなくする県民のつどい運営事務 

個人情報取扱事務の目的 

県民の人権意識の高揚を図り、あらゆる差別の解消と人権尊

重の社会づくりに資するため開催する差別をなくする県民の

つどいの講演会等の参加希望者から、氏名や連絡先、参加人

数を把握して、定員が限られている会場運営に役立てるた

め。 

根拠法令等 
人権教育及び人権啓発の推進に関する法律 

愛媛県人権尊重の社会づくり条例 

個人情報の対象者の範囲 差別をなくする県民のつどい参加希望者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 □性別 □生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 ☑メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 ☑有（委託内容 参加希望者への整理券等の発送 ）□無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 

 



43 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 防災危機管理課 

保 有 防災危機管理課 

個人情報取扱事務の名称 愛媛県防災会議に関する事務 

個人情報取扱事務の目的 

委員・幹事の委嘱候補者に関する調書及び名簿作成ととも

に、県が行う「審議会等の見直し方針」等に基づく見直しを

円滑に実施するため。 

根拠法令等 災害対策基本法第14条・第15条・愛媛県防災会議条例 

個人情報の対象者の範囲 愛媛県防災会議委員・幹事 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 ☑メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第 69条第２項第２号及び第３号該当） 

□無 

提供先 
☑実施機関内部 ☑他の実施機関 ☑他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 

  



44 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 ☑全庁共通  □地方機関共通  □固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 防災危機管理課 

保 有 全庁 

個人情報取扱事務の名称 災害時行動計画作成事務 

個人情報取扱事務の目的 

大規模災害発生時に優先して実施する業務の具体的な対応マ

ニュアル（災害時行動計画）の作成に際し、円滑な業務の実

施に必要な連絡先等を事前に把握しておくため。 

根拠法令等 
災害対策基本法第40条、 

愛媛県地域防災計画、愛媛県業務継続計画 

個人情報の対象者の範囲 災害時における応急業務及び非常時優先通常業務の従事者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 □性別 □生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 

 



45 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 防災危機管理課 

保 有 防災危機管理課 

個人情報取扱事務の名称 愛媛県国民保護協議会に関する事務 

個人情報取扱事務の目的 

委員・幹事の委嘱候補者に関する調書及び名簿作成ととも

に、県が行う「審査会等の見直し方針」等に基づく見直しを

円滑に実施するため。 

根拠法令等 
武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法

律第37条・第38条、愛媛県国民保護協議会条例 

個人情報の対象者の範囲 愛媛県国民保護協議会委員・幹事 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 ☑メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第 69条第２項第２号及び第３号該当） 

□無 

提供先 
☑実施機関内部 ☑他の実施機関 ☑他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 

 



46 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 防災危機管理課 

保 有 防災危機管理課 

個人情報取扱事務の名称 武力攻撃事態等に伴う安否情報に関する事務 

個人情報取扱事務の目的 安否情報を収集、利用及び提供するため 

根拠法令等 
武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法

律（平成１６年法律第１１２号）第９４条から第９６条 

個人情報の対象者の範囲 避難住民及び武力攻撃災害による死傷者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 ☑メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

☑心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第 69条第２項第２号及び第３号該当） 

□無 

提供先 
☑実施機関内部 ☑他の実施機関 ☑他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考 個人情報の記録項目のほか、個人を識別するための情報 

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 防災危機管理課 

保 有 防災危機管理課 

個人情報取扱事務の名称 
愛媛県小学生防災学習コンクールに関する事務 

 

個人情報取扱事務の目的 
コンクールに応募のあった者への表彰事務及び応募作品の 

返送事務に用いるため。 

根拠法令等 
愛媛県小学生防災学習コンクール実施要領 

 

個人情報の対象者の範囲 
コンクール応募者 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 □性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 ☑メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 ☑有（委託内容：企画応募者への賞品発送事務）□無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 防災危機管理課 

保 有 防災危機管理課 

個人情報取扱事務の名称 津波避難写真応募プレゼント企画「逃げチャレ」関係事務 

個人情報取扱事務の目的 
企画応募者への賞品発送事務等に用いるため。 

 

根拠法令等 
津波避難写真応募プレゼント企画「逃げチャレ」応募要項 

 

個人情報の対象者の範囲 
プレゼント企画応募者 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 □性別 □生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 ☑メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 防災危機管理課 

保 有 防災危機管理課 

個人情報取扱事務の名称 
シェイクアウトえひめ事務 

 

個人情報取扱事務の目的 
シェイクアウトえひめ実施に係る参加団体（者）の集計及び

訓練に関する各種案内・連絡等を行うため。 

根拠法令等 
シェイクアウトえひめ Q＆A（実施要項） 

 

個人情報の対象者の範囲 
参加者 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 □性別 □生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 ☑メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
☑有（ファイル名 シェイクアウトえひめ参加登録者一覧 ）□無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



50 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 防災危機管理課 

保 有 防災危機管理課 

個人情報取扱事務の名称 
防災士養成講座事務 

 

個人情報取扱事務の目的 

講座受講者に対し、講座受講に係る資料等の送付や各種案

内・連絡等を行うため。講座合格者の認証登録申請書のとり

まとめ・防災士機構へ発送を行うため。 

根拠法令等 
愛媛県防災士養成講座実施要領 

 

個人情報の対象者の範囲 
受講者 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 ☑顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 ☑メールアドレス □そ

の他（    ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
☑有（ファイル名 防災士養成講座受講者一覧 ） □無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



51 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（ 年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 防災危機管理課 

保 有 防災危機管理課 

個人情報取扱事務の名称 
防災情報配信・職員安否確認機能提供事務 

個人情報取扱事務の目的 

本人の同意のもと登録した電子メールアドレスを利用して、

県民や県職員に防災情報の配信を行うほか、県職員に対して

は大規模災害時に安否確認する機能を提供するため 

根拠法令等 
災害対策基本法第 40条 

愛媛県地域防災計画、愛媛県業務継続計画 

個人情報の対象者の範囲 
利用者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 □性別 □生年月日・年齢 □顔

画像 □住所・居所 □電話番号 ☑メールアドレス ☑そ

の他（所属名、職員番号     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 
☑有（委託内容 ASP 方式によるｼｽﾃﾑ運用・保守管理業務）

□無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 

☑有（ファイル名 防災情報配信・職員安否確認機能提供事

務登録者一覧）□無 

備考 
利用者（県職員以外の者）の個人情報の記録項目について

は、メールアドレスのみ 

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（ 年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 防災危機管理課 

保 有 防災危機管理課 

個人情報取扱事務の名称 
L アラート事務窓口事務 

個人情報取扱事務の目的 
Ⅼアラートに登録している県内担当者及び代表者の連絡窓口

の照会・共有 

根拠法令等 愛媛県地域防災計画 

個人情報の対象者の範囲 
県内 Lアラート利用事業者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 □性別 □生年月日・年齢 □顔

画像 □住所・居所 ☑電話番号 ☐メールアドレス ☐そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 
□有（        ） 

☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名：    ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 ☐全庁共通  ☐地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（    年  月  日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 消防防災安全課 

保 有 消防防災安全課、地方局防災対策室、支局総務県

民室 

個人情報取扱事務の名称 消防庁長官表彰に関する事務 

個人情報取扱事務の目的 
消防庁長官が行う表彰について、表彰候補者（団体）の推薦

を行うため 

根拠法令等 消防表彰規程（昭和３７年３月３１日消防庁告示第１号） 

個人情報の対象者の範囲 消防吏員、消防団員、消防教育職員及び消防団 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 ☑犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

☑心身の状況 ☑家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 ☐全庁共通  ☐地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（    年  月  日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 消防防災安全課 

保 有 消防防災安全課、地方局防災対策室、支局総務県

民室 

個人情報取扱事務の名称 消防功労者定例知事表彰事務 

個人情報取扱事務の目的 消防に関する功績が極めて顕著な者を表彰する。 

根拠法令等 愛媛県消防功労者表彰規則 

個人情報の対象者の範囲 消防職員、団員、消防に協力した者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 

  



55 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 ☐全庁共通  ☐地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（    年  月  日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 消防防災安全課 

保 有 消防防災安全課 

個人情報取扱事務の名称 消防設備保守功労者知事表彰事務 

個人情報取扱事務の目的 
消防設備等の工事又は設備及び保守点検業務に関する功績が

極めて顕著な個人及び事務所を表彰する。 

根拠法令等 消防設備保守功労者知事表彰要綱 

個人情報の対象者の範囲 消防設備保守業務従事者及び事業所 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 □性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 

  



56 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 ☐全庁共通  ☐地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（    年  月  日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 消防防災安全課 

保 有 消防防災安全課 

個人情報取扱事務の名称 危険物取扱者免状交付、再交付、書換等事務 

個人情報取扱事務の目的 
試験合格者及び免状交付済者に対し、申請に基づき免状の交

付等を行う。 

根拠法令等 危険物の規制に関する政令第３２～３５条の２ 

個人情報の対象者の範囲 試験合格者及び免状交付済者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 □性別 ☑生年月日・年齢 ☑顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 ☑有（委託内容 免状交付事務委託     ）□無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 

  



57 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 消防防災安全課 

保 有 消防防災安全課 

個人情報取扱事務の名称 消防設備士免状交付、再交付、書換等事務 

個人情報取扱事務の目的 
試験合格者及び免状交付済者に対し、申請に基づき免状の交

付等を行う。 

根拠法令等 消防法施行令第３６条の３～７ 

個人情報の対象者の範囲 試験合格者及び免状交付済者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 □性別 ☑生年月日・年齢 ☑顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 ☑有（委託内容 免状交付事務委託       ）□無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 

  



58 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 消防防災安全課 

保 有 消防防災安全課 

個人情報取扱事務の名称 危険物取扱者法定講習事務 

個人情報取扱事務の目的 
危険物取扱者免状保持者であり、危険物取扱業務従事者に義

務付けられた講習を行う。 

根拠法令等 消防法第１３条の２３ 

個人情報の対象者の範囲 危険物取扱者免状保持者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 □性別 ☑生年月日・年齢 ☑顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 ☑有（委託内容 法定講習事務委託    ）□無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 

  



59 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 消防防災安全課 

保 有 消防防災安全課 

個人情報取扱事務の名称 消防設備士法定講習事務 

個人情報取扱事務の目的 消防設備士免状保持者に義務付けられた講習を行う。 

根拠法令等 消防法第１７の１０ 

個人情報の対象者の範囲 消防設備士免状保持者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 □性別 ☑生年月日・年齢 ☑顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 ☑有（委託内容 法定講習事務委託       ）□無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 

  



60 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 消防防災安全課 

保 有 消防防災安全課 

個人情報取扱事務の名称 防火管理講習修了者証明事務 

個人情報取扱事務の目的 防火管理者の資格を付与するため 

根拠法令等 消防法施行令第３条第１項 

個人情報の対象者の範囲 防火管理講習受講済者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 □性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 

☑有（ファイル名 防火管理講習修了証交付者ファイル） 

□無 

備考 
平成15年度から防火管理講習を廃止するが、証明事務は存続

する。 

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 

  



61 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 消防防災安全課 

保 有 消防防災安全課 

個人情報取扱事務の名称 危険物施設に係る許認可事務 

個人情報取扱事務の目的 危険物施設の設置や変更に係る許認可を行う。 

根拠法令等 消防法第１１条 

個人情報の対象者の範囲 危険物施設設置者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 □性別 □生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



62 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 消防防災安全課 

保 有 消防防災安全課 

個人情報取扱事務の名称 消防統計事務 

個人情報取扱事務の目的 火災等の状況について消防庁へ報告を行う。 

根拠法令等 消防組織法第２２条 

個人情報の対象者の範囲 火災の罹災者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 □氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

☑心身の状況 ☑家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 ☑有（委託内容 統計表作表業務委託    ）□無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 

  



63 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 消防防災安全課 

保 有 消防防災安全課、地方局防災対策室、支局総務県

民室 

個人情報取扱事務の名称 退職消防団員報償に関する事務 

個人情報取扱事務の目的 多年勤務して退職した消防団員に対し報償を授与する。 

根拠法令等 退職消防団員報償規程 

個人情報の対象者の範囲 退職消防団員 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 □性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 □住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 

  



64 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 消防防災安全課 

保 有 消防防災安全課 

個人情報取扱事務の名称 消防大学校への入校手続事務 

個人情報取扱事務の目的 消防大学校への入校生を推薦するため 

根拠法令等 消防大学校教育訓練実施要領 

個人情報の対象者の範囲 入校資格を有する者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 ☑顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 ☑メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

☑心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 

  



65 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 消防防災安全課 

保 有 消防防災安全課 

個人情報取扱事務の名称 救急救命士研修所への派遣事務 

個人情報取扱事務の目的 救急救命士研修所へ入所する研修生候補者の推薦を行うため 

根拠法令等 救急救命士法第 34条 

個人情報の対象者の範囲 消防吏員 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 □住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

☑心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 

  



66 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 消防防災安全課 

保 有 消防防災安全課 

個人情報取扱事務の名称 消防学校派遣教官受入事務 

個人情報取扱事務の目的 消防学校へ派遣教官を受入れるため 

根拠法令等 職員の派遣に関する協定書 

個人情報の対象者の範囲 受入基準を満たすもの 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 ☑家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 

  



67 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 消防防災安全課 

保 有 消防防災安全課 

個人情報取扱事務の名称 消防防災航空隊員受入事務 

個人情報取扱事務の目的 消防防災航空隊へ派遣隊員を受入れるため 

根拠法令等 職員の派遣に関する協定書 

個人情報の対象者の範囲 受入基準を満たすもの 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

☑心身の状況 ☑家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 

  



68 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 消防防災安全課 

保 有 消防防災安全課 

個人情報取扱事務の名称 消防防災ヘリコプターによる緊急運航に関する事務 

個人情報取扱事務の目的 緊急運航の要請を受諾するため 

根拠法令等 愛媛県消防防災ヘリコプター運航管理要綱 

個人情報の対象者の範囲 救急運航の要救助者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

☑心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 

 

 

 

 

 



69 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 ☐全庁共通  ☐地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（    年  月  日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 消防防災安全課 

保 有 消防防災安全課 

個人情報取扱事務の名称 救急安心センター事業（＃7119） 

個人情報取扱事務の目的 県民等からの救急電話相談への対応 

根拠法令等 愛媛県救急安心センター事業（＃7119）委託業務仕様書 

個人情報の対象者の範囲 救急電話相談の利用者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 □氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 ☑病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 ☑心身の機能の障害 ☑医師等

により行われた健康診断等の結果 ☑医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

☑心身の状況 ☑家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  ☑相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 ☑有（委託内容 救急電話相談窓口の運営     ）□無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

☑その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



70 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 消防防災安全課 

保 有 消防防災安全課 

個人情報取扱事務の名称 電気工事士免状交付事務 

個人情報取扱事務の目的 免状交付、再交付、書換えのため 

根拠法令等 電気工事士法第４条第２項、第７項 

個人情報の対象者の範囲 申請者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 □性別 ☑生年月日・年齢 ☑顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第69条第２項第３号該当） 

□無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 ☑他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
☑有（ファイル名 電気工事士免状台帳 ）□無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 消防防災安全課 

保 有 消防防災安全課 

個人情報取扱事務の名称 高圧ガス関係免状交付事務 

個人情報取扱事務の目的 免状交付、再交付のため 

根拠法令等 
高圧ガス保安法第29条第５項、高圧ガス保安法施行令第18条

第２項第１号、試験規則第２条第２号、３号、５号、６号 

個人情報の対象者の範囲 申請者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☐性別 ☑生年月日・年齢 ☑顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☐有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  ☐その他（    ） 

外部委託の有無 ☑有（委託内容 免状の交付、再発行）□無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

☑その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
☑有（ファイル名 高圧ガス免状台帳 ）□無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 消防防災安全課 

保 有 消防防災安全課 

個人情報取扱事務の名称 高圧ガス製造保安責任者等試験事務 

個人情報取扱事務の目的 高圧ガスに関する知識等について試験を行うため 

根拠法令等 

高圧ガス保安法第３１条第２項（試験事務） 

同法第３１条の２第１項（試験事務の委任） 

高圧ガス保安法施行令第１８条第２項第１号（県が処理する

事務） 

個人情報の対象者の範囲 受験者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 □性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 □住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 ☑有（委託内容 試験事務のすべて）□無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 

☑有（ファイル名 高圧ガス製造保安責任者等試験結果 ）

□無 

備考 

試験事務の全てを指定試験機関に委任しており、同機関の定

めた試験事務規定に基づき試験結果について知事あて報告が

ある。 

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 消防防災安全課 

保 有 消防防災安全課 

個人情報取扱事務の名称 液化石油ガス設備士免状交付事務 

個人情報取扱事務の目的 免状交付、再交付、書換えのため 

根拠法令等 
液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律第

38条の４第１項 

個人情報の対象者の範囲 申請者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 ☑顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☐有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  ☐その他（    ） 

外部委託の有無 ☑有（委託内容 免状の交付、再発行、書換え）□無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

☑その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
☑有（ファイル名 液化石油ガス設備士免状台帳 ）□無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 消防防災安全課 

保 有 消防防災安全課 

個人情報取扱事務の名称 液化石油ガス設備士試験事務 

個人情報取扱事務の目的 液化石油ガスに関する知識等について試験を行うため 

根拠法令等 

液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律第

３８条の５第２項（試験事務） 

同法第３８条の６第１項（試験事務の委任） 

個人情報の対象者の範囲 受験者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 □性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 □住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 ☑有（委託内容 試験事務のすべて）□無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
☑有（ファイル名 液化石油ガス設備士試験結果 ）□無 

備考 

試験事務の全てを指定試験機関に委任しており、同法規則第

１２９条の規定に基づき試験結果について知事あて報告があ

る。 

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 消防防災安全課 

保 有 消防防災安全課 

個人情報取扱事務の名称 火薬類取締保安責任者等免状交付事務 

個人情報取扱事務の目的 免状交付、再交付、書換えのため 

根拠法令等 火薬類取締法第３１条第３項、第７項 

個人情報の対象者の範囲 申請者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 □性別 ☑生年月日・年齢 ☑顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
☑有（ファイル名 火薬類取扱保安責任者免状台帳 ）□無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 消防防災安全課 

保 有 消防防災安全課 

個人情報取扱事務の名称 火薬類取扱保安責任者等試験事務 

個人情報取扱事務の目的 火薬類に関する知識等について試験を行うため 

根拠法令等 
火薬類取締法第３１条第３項（試験事務） 

同法第３１条の３第１項（試験事務の委任） 

個人情報の対象者の範囲 受験者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 □性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 □住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 ☑有（委託内容 試験事務のすべて）□無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

☑その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 

☑有（ファイル名 火薬類取扱保安責任者試験結果一覧 ）

□無 

備考 
試験事務の全てを指定試験機関に委任しており、規則第81条

の10の規定に基づき試験結果について知事あて報告がある。 

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 消防防災安全課 

保 有 消防防災安全課 

個人情報取扱事務の名称 県政発足記念日知事表彰事務 

個人情報取扱事務の目的 産業保安に関する功績が極めて顕著な者を表彰するため 

根拠法令等 愛媛県県政発足記念日知事表彰要綱 

個人情報の対象者の範囲 被推薦者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 □性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

☑その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 消防防災安全課 

保 有 消防防災安全課 

個人情報取扱事務の名称 高圧ガス保安経済産業大臣表彰事務 

個人情報取扱事務の目的 
高圧ガスの保安に関する功績が極めて顕著な者を表彰するた

め 

根拠法令等 高圧ガス保安経済産業大臣表彰実施要領 

個人情報の対象者の範囲 被推薦者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 □性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第69条第２項第３号該当） 

□無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 ☑他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

☑その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



79 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 消防防災安全課 

保 有 消防防災安全課 

個人情報取扱事務の名称 高圧ガス保安中国四国産業保安監督部四国支部長表彰事務 

個人情報取扱事務の目的 
高圧ガスの保安に関する功績が極めて顕著な者を表彰するた

め 

根拠法令等 
高圧ガス保安中国四国産業保安監督部四国支部長表彰実施要

領 

個人情報の対象者の範囲 被推薦者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 □性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第69条第２項第３号該当） 

☐無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 ☑他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

☑その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



80 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 消防防災安全課 

保 有 消防防災安全課 

個人情報取扱事務の名称 高圧ガス保安功労者等知事表彰事務 

個人情報取扱事務の目的 
高圧ガスの保安に関する功績が極めて顕著な者を表彰するた

め 

根拠法令等 愛媛県高圧ガス保安功労者等表彰要綱 

個人情報の対象者の範囲 被推薦者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 □性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

☑その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



81 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 消防防災安全課 

保 有 消防防災安全課 

個人情報取扱事務の名称 液化石油ガス消費者保安功績者商務流通保安審議官表彰事務 

個人情報取扱事務の目的 
液化石油ガスの保安に関する功績が極めて顕著な者を表彰す

るため 

根拠法令等 
液化石油ガス消費者保安功績者商務流通保安審議官表彰実施

要領 

個人情報の対象者の範囲 被推薦者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 □性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第69条第２項第３号該当） 

☐無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 ☑他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

☑その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 消防防災安全課 

保 有 消防防災安全課 

個人情報取扱事務の名称 火薬類保安経済産業省大臣表彰事務 

個人情報取扱事務の目的 
火薬類の保安に関する功績が極めて顕著な者等を表彰するた

め 

根拠法令等 火薬類保安経済産業省大臣表彰実施要領 

個人情報の対象者の範囲 被推薦者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 □性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第69条第２項第３号該当） 

□無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 ☑他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

☑その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 消防防災安全課 

保 有 消防防災安全課 

個人情報取扱事務の名称 火薬類保安中国四国産業保安監督部四国支部長表彰事務 

個人情報取扱事務の目的 
火薬類の保安に関する功績が極めて顕著な者等を表彰するた

め 

根拠法令等 火薬類保安中国四国産業保安監督部四国支部長表彰実施要領 

個人情報の対象者の範囲 被推薦者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 □性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第69条第２項第３号該当） 

□無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 ☑他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

☑その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



84 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 消防防災安全課 

保 有 消防防災安全課 

個人情報取扱事務の名称 愛媛県石油コンビナート等防災本部に関する事務 

個人情報取扱事務の目的 

本部員・幹事の委嘱候補者に関する調書及び名簿作成ととも

に、県が行う「審議会等の見直し方針」等に基づく見直しを

円滑に実施するため。 

根拠法令等 
石油コンビナート等災害防止法第 27条、第 28 条 

愛媛県石油コンビナート等防災本部条例 

個人情報の対象者の範囲 
指定地方行政機関、陸上自衛隊、特別区域市町村、 

知事指定市町村消防機関、特定事業所、必要とする機関 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☐住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第 69条第２項第２号及び第３号該当） 

□無 

提供先 
☑実施機関内部 ☑他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



85 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 消防防災安全課 

保 有 地方局総務県民課防止対策室 

個人情報取扱事務の名称 交通安全功労者等表彰選考事務 

個人情報取扱事務の目的 交通安全功労者に対する表彰のため 

根拠法令等 交通安全県民総ぐるみ運動愛媛県本部規約 

個人情報の対象者の範囲 表彰基準を満たす者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 □性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（                       ） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 消防防災安全課 

保 有 地方局総務県民課防止対策室 

個人情報取扱事務の名称 交通安全功労者交通対策本部長表彰推薦選考事務 

個人情報取扱事務の目的 交通安全功労者の候補者の推薦のため 

根拠法令等 交通安全功労者交通対策本部長表彰の候補者の推薦要領 

個人情報の対象者の範囲 表彰基準を満たす者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 □性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 

□資産・収入の状況 □意見・要望 □相談 

□その他（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第 69 条第２項第３号該当） 

□無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 ☑他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 

 

 

 

 

 



87 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 消防防災安全課 

保 有 地方局総務県民課防災対策室、支局総務県民室 

個人情報取扱事務の名称 
交通安全母親活動組織事務調査 

（愛媛県交通安全母の会連合会） 

個人情報取扱事務の目的 県内の交通安全活動を実施している母親組織の把握 

根拠法令等 同上 

個人情報の対象者の範囲 各市町組織の長 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 □性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第69条第２項第２号該当） 

□無 

提供先 
☑実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 

 

 

 

 



88 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 消防防災安全課 

保 有 消防防災安全課 

個人情報取扱事務の名称 交通事故相談業務 

個人情報取扱事務の目的 交通事故被害者救済対策の１つとして、交通事故相談活動を実施 

根拠法令等 愛媛県交通事故相談所設置要領 

個人情報の対象者の範囲 相談者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 ☑心身の機能の障害 ☑医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

☑心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  ☑相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（                       ） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 

 

 

 

 

 



89 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 消防防災安全課 

保 有 消防防災安全課 

個人情報取扱事務の名称 愛媛県交通安全対策会議委員、幹事委嘱事務 

個人情報取扱事務の目的 
愛媛県交通安全計画及び同実施計画の策定等を行う対策会議

の委員・幹事の委嘱 

根拠法令等 
交通安全対策基本法第１７条 

愛媛県交通安全対策会議条例 

個人情報の対象者の範囲 指定行政機関、指定公共機関等に属する者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 □性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第 69条第２項第２号及び第３号該当） 

□無 

提供先 
☑実施機関内部 ☑他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 

 

 

 



90 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 ☑全庁共通  □地方機関共通  □固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 消防防災安全課 

保 有 全庁 

個人情報取扱事務の名称 審議会委員等選任等事務 

個人情報取扱事務の目的 
適切な人材を審議会委員に委嘱するとともに、県が行う「審議

会等の見直し方針」等に基づく見直しを円滑に実施するため。 

根拠法令等 

交通安全対策基本法第17条、同法施行令第５条、愛媛県交通

安全対策会議条例第２条～第５条、愛媛県暴走族対策会議設

置要綱、消防法、愛媛県メディカルコントロール協議会規程 

個人情報の対象者の範囲 審議会委員等選任者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 □住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第 69条第２項第２号及び第３号該当） 

□無 

提供先 
☑実施機関内部 ☑他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 

 

 



91 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 消防防災安全課 

保 有 消防防災安全課 

個人情報取扱事務の名称 自転車交通安全ＣＭコンテスト 

個人情報取扱事務の目的 自転車安全利用を目的としたＣＭ企画案を募集するため 

根拠法令等 企画案募集案内 

個人情報の対象者の範囲 応募者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 □性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 ☑メールアドレス 

□その他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（                       ） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 ☑有（委託内容 企画案の募集、受付、管理）□無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考 委託先はプロポーザルにより決定する。 

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 

 

 

 

 

 



92 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 原子力安全対策課 

保 有 原子力安全対策課 

個人情報取扱事務の名称 伊方原子力発電所環境安全管理委員会事務 

個人情報取扱事務の目的 

伊方原子力発電所周辺の安全確保及び環境保全に資するた

め。 

県が行う「審議会等の見直し方針」等に基づく見直しを円滑

に実施するため。 

根拠法令等 伊方原子力発電所環境安全管理委員会設置要綱 

個人情報の対象者の範囲 委員 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 ☑メールアドレス □そ

の他（         ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況 □意見・要望 □相談 ☑その他（職業・

職歴、学業・学歴） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第69条第２項第４号該当） 

□無 

提供先 
☑実施機関内部 ☑他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 ☑有（委託内容                 ）□無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 

☑有（ファイル名 伊方原子力発電所環境安全管理委員会委

員連絡先）□無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 



93 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 原子力安全対策課 

保 有 原子力安全対策課 

個人情報取扱事務の名称 身の回りの放射線測定体験教室事務 

個人情報取扱事務の目的 

原子力発電の仕組みや、放射線の性質や影響について、親子

で体験的に学べる機会を提供し、正しい知識の普及・啓発を

図るとともに原子力発電所に対する住民理解の増進を図る。 

根拠法令等 身の回りの放射線測定体験教室開催事業実施要領 

個人情報の対象者の範囲 一般県民（参加申込者） 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 □性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 ☑メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 

☑有（ファイル名 身の回りの放射線測定体験教室申込者等

管理簿）□無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 



94 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 原子力安全対策課 

保 有 原子力安全対策課 

個人情報取扱事務の名称 原子力広報事業 

個人情報取扱事務の目的 原子力発電に関する正しい知識の普及啓発を図る。 

根拠法令等 原子力広報事業実施要領 

個人情報の対象者の範囲 一般県民（原子力講演会、原子力施設見学会参加申込者） 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 □性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 ☑メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 ☑有（委託内容  原子力広報事業 ）□無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
☑有（ファイル名 原子力広報事業申込者等管理簿）□無 

備考 
原子力広報事業参加者等管理簿は、原子力広報事業委託先に

おいて作成 

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 

 



95 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 環境・ゼロカーボン推進課 

保 有 環境・ゼロカーボン推進課 

個人情報取扱事務の名称 こどもエコクラブ登録事務 

個人情報取扱事務の目的 

次世代を担う子ども達が、地域の中で仲間と一緒に主体的に

地域環境、地球環境に関する学習や具体的な取組み・活動が

展開できるよう支援する。 

根拠法令等 こどもエコクラブ事業実施要領（財団法人日本環境協会） 

個人情報の対象者の範囲 こどもエコクラブ 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ） 

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 

  



96 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 環境・ゼロカーボン推進課 

保 有 環境・ゼロカーボン推進課 

個人情報取扱事務の名称 環境啓発ポスターコンクール事務 

個人情報取扱事務の目的 

環境啓発ポスターの募集を通じて、小中学生及び高校生の環

境への関心及び環境保全についての理解と認識を深めるとと

もに、作品を展示することにより県民の環境保全意識の高揚

を図る。 

根拠法令等 環境啓発ポスターコンクール実施要領 

個人情報の対象者の範囲 県内小中学生及び高校生 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 ☑メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第 69条第２項第１号該当） 

□無 

提供先 
☑実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

☑民間・私人  □その他（ ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



97 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 環境・ゼロカーボン推進課 

保 有 環境・ゼロカーボン推進課 

個人情報取扱事務の名称 愛媛県環境審議会事務 

個人情報取扱事務の目的 

環境の保全に関する基本的な事項を審議するため設置された

環境審議会の運営のため、及び、県が行う「審議会等の見直

し方針」等に基づく見直しを円滑に実施するため。 

根拠法令等 
環境基本法第 43 条第 1 項、自然環境保全法第 51 条第 1 項、

愛媛県環境審議会条例 

個人情報の対象者の範囲 審議会委員 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 ☑メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第 69条第２項第２号及び第３号該当） 

□無 

提供先 
☑実施機関内部 ☑他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（ ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 

  



98 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 環境・ゼロカーボン推進課 

保 有 環境・ゼロカーボン推進課 

個人情報取扱事務の名称 愛媛県環境マイスター事務 

個人情報取扱事務の目的 

地域環境活動グループ等が、自主的に開催する環境問題に関

する学習会等に、講師、指導者等として県が派遣する環境マ

イスターの派遣制度を設けることにより、環境保全に関する

自主的な活動を一層推進し、すべての主体が連携・協力し、

環境保全活動に参加する社会の実現を目指す。 

根拠法令等 
愛媛県環境マイスター派遣要綱、愛媛県環境マイスター募集

要項 

個人情報の対象者の範囲 愛媛県環境マイスター 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 ☑メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第69条第２項第１号該当） 

□無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 ☑他の官公庁 

☑民間・私人  ☑その他（報道機関） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 ☐全庁共通  ☐地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（    年  月  日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 環境・ゼロカーボン推進課 

保 有 環境・ゼロカーボン推進課 

個人情報取扱事務の名称 愛媛県環境マイスター公募事務 

個人情報取扱事務の目的 

地域環境活動グループ等が、自主的に開催する環境問題に関

する学習会等に、講師、指導者等として県が派遣する環境マ

イスターの派遣制度を設けることにより、環境保全に関する

自主的な活動を一層推進し、すべての主体が連携・協力し、

環境保全活動に参加する社会の実現を目指す。 

根拠法令等 
愛媛県環境マイスター派遣要綱、愛媛県環境マイスター募集

要項 

個人情報の対象者の範囲 申請者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 ☑メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



100 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 ☐全庁共通  ☐地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（    年  月  日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 環境・ゼロカーボン推進課 

保 有 環境・ゼロカーボン推進課 

個人情報取扱事務の名称 えひめ環境大学受講者連絡事務 

個人情報取扱事務の目的 
えひめ環境大学受講者に対して、受講決定通知等の連絡を行

う。 

根拠法令等 
えひめ環境大学の受講を希望する県内の環境保全活動者に対

し、受講決定通知等を行うため、個人情報を収集する。 

個人情報の対象者の範囲 えひめ環境大学申込者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 ☐全庁共通  ☐地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（    年  月  日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 環境・ゼロカーボン推進課 

保 有 環境・ゼロカーボン推進課 

個人情報取扱事務の名称 「三浦保」愛基金環境保全・自然保護分野公募事業事務 

個人情報取扱事務の目的 
「三浦保」愛基金環境保全・自然保護分野公募事業の申請者

の確認と連絡を行う。 

根拠法令等 

愛媛県「三浦保」愛基金条例 

愛媛県「三浦保」愛基金環境保全・自然保護分野公募事業実

施要領 

個人情報の対象者の範囲 公募事業申請者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 □性別 □生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 ☑メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



102 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  ☑地方機関共通  □固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 環境・ゼロカーボン推進課 

保 有 環境・ゼロカーボン推進課、各地方局総務県民課 

個人情報取扱事務の名称 地域環境保全功労者表彰事務 

個人情報取扱事務の目的 
栄典関係候補者選考委員会において選考の上、環境大臣表彰

に推薦するため。 

根拠法令等 地域環境保全功労者表彰実施要領及び推薦基準 

個人情報の対象者の範囲 
環境保全に関し顕著な功績があり、５０歳以上、１０年以上

活動、知事表彰受賞済みの者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 □☑性別  ☑生年月日・年齢 

□顔画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス 

□その他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 
□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況 □意見・要望 □相談 ☑その他（評価） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



103 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  ☑地方機関共通  □固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 環境・ゼロカーボン推進課 

保 有 環境・ゼロカーボン推進課、各地方局総務県民課 

個人情報取扱事務の名称 地域環境美化功績者表彰事務 

個人情報取扱事務の目的 
栄典関係候補者選考委員会において選考の上、環境大臣表彰

に推薦するため。 

根拠法令等 地域環境美化功労者表彰実施要領及び推薦基準 

個人情報の対象者の範囲 
地域環境の美化に関し顕著な功績があり、５０歳以上、１０

年以上活動、知事表彰受賞済みの者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 □☑性別  ☑生年月日・年齢 

□顔画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス 

□その他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □☑社会生活の状況 □

資産・収入の状況 □意見・要望 □相談 ☑その他（評

価） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



104 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（    年  月  日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 環境・ゼロカーボン推進課 

保 有 環境・ゼロカーボン推進課 

個人情報取扱事務の名称 体験の機会の場の認定に関する事務 

個人情報取扱事務の目的 

個人や民間団体等が提供する自然活動体験等の体験の機会の

場について、一定の要件に適合している旨を知事が認定す

る。 

根拠法令等 

環境教育等による環境保全の取組の促進に関する法律第 20条 

環境教育等による環境保全の取組の促進に関する法律施行規

則 

個人情報の対象者の範囲 
体験の機会の場の認定を受けようとする者又は認定を受けた

者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 □☑性別  ☑生年月日・年齢 

□顔画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス 

□その他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 ☑資

産・収入の状況 □意見・要望 □相談 ☑その他（法第20

条第４項各号の欠格条項に該当しないことを説明した書面） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第 69条第２項第２号及び第３号該当） 

□無 

提供先 
☑実施機関内部 □他の実施機関 ☑他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



105 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（    年  月  日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 環境・ゼロカーボン推進課 

保 有 環境・ゼロカーボン推進課 

個人情報取扱事務の名称 国民、民間団体等による協定の届出関係事務 

個人情報取扱事務の目的 

国民、民間団体等が環境保全に係る協働取組の推進に関し協

定を締結した場合には、知事に届け出ることができ、知事は

協定内容の公表や、届出者に対する助言指導等を行う。 

根拠法令等 

環境教育等による環境保全の取組の促進に関する法律第 21条

の５ 

環境教育等による環境保全の取組の促進に関する法律施行規

則 

個人情報の対象者の範囲 届出をしようとする者又は届出を行った者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 □☑性別  ☑生年月日・年齢 

□顔画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス 

□その他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 
□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 ☑資

産・収入の状況 □意見・要望 □相談 □その他（  ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第 69条第２項第２号及び第３号該当） 

□無 

提供先 
☑実施機関内部 □他の実施機関 ☑他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 

  



106 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 環境・ゼロカーボン推進課 

保 有 
環境・ゼロカーボン推進課、地球温暖化防止活動

推進センター 

個人情報取扱事務の名称 
地球温暖化防止活動推進員委嘱事務 

 

個人情報取扱事務の目的 
地球温暖化対策に関する普及啓発等を行うことにより、地球

温暖化防止に寄与する活動の促進を図ること。 

根拠法令等 
地球温暖化対策の推進に関する法律 

 

個人情報の対象者の範囲 
知事から地球温暖化防止活動推進員の委嘱を受けた者 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 ☑メールアドレス ☑そ

の他（FAX番号、勤務先）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



107 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 環境・ゼロカーボン推進課 

保 有 愛媛県体験型環境学習センター 

個人情報取扱事務の名称 環境学習（イベント）参加受付事務 

個人情報取扱事務の目的 環境学習（イベント）参加確認、連絡等のため 

根拠法令等 愛媛県体験型環境学習センター管理条例 

個人情報の対象者の範囲 一般県民 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 ☑有（委託内容 指定管理者（伊予鉄総合企画㈱））□無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 

  



108 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 環境・ゼロカーボン推進課 

保 有 環境・ゼロカーボン推進課 

個人情報取扱事務の名称 えひめツーキニストクラブ会員募集事務 

個人情報取扱事務の目的 

温暖化対策として車やバイク通勤から自転車通勤への転換を

促進するため、職場の同僚等と一緒に励まし楽しみながら自

転車通勤に挑戦する「えひめツーキニストクラブ」を発足

し、その会員の氏名、住所、メールアドレス等を収集する。 

根拠法令等 えひめツーキニストクラブ実施要領 

個人情報の対象者の範囲 えひめツーキニストクラブに登録した会員 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 □性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 ☑メールアドレス ☑そ

の他（通勤距離、職業）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 

  



109 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 環境・ゼロカーボン推進課 

保 有 環境・ゼロカーボン推進課 

個人情報取扱事務の名称 温泉でほっ！とシェアキャンペーンに関する事務 

個人情報取扱事務の目的 

地球温暖化防止に繋がる賢い選択（クールチョイス）を推進

するため展開する「温泉でほっとシェアキャンペーン」への

参加を促すことを目的として、参加者を対象としたプレゼン

トキャンペーンを実施、その応募者の氏名、住所、電話番号

等を収集する。 

根拠法令等 温泉でほっとシェアキャンペーン実施要領 

個人情報の対象者の範囲 プレゼントキャンペーンへの応募者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 □性別 □生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和６年６月５日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 環境・ゼロカーボン推進課 

保 有 環境・ゼロカーボン推進課 

個人情報取扱事務の名称 デカボえひめプロジェクトキャンペーン管理事務 

個人情報取扱事務の目的 企画応募者への賞品発送事務等に用いるため。 

根拠法令等 デカボえひめプロジェクトキャンペーン応募要領 

個人情報の対象者の範囲 一般県民等 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 ☑メールアドレス □そ

の他（   ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 環境・ゼロカーボン推進課 

保 有 環境・ゼロカーボン推進課 

個人情報取扱事務の名称 えひめカーボンクレジット倶楽部会員登録等事務 

個人情報取扱事務の目的 えひめカーボンクレジット倶楽部の運営管理のため 

根拠法令等 えひめカーボンクレジット倶楽部運営規約 

個人情報の対象者の範囲 一般県民 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 □性別 □生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 ☑メールアドレス □そ

の他（   ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（  年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 環境・ゼロカーボン推進課 

保 有 環境・ゼロカーボン推進課 

個人情報取扱事務の名称 環境影響評価審査会事務 

個人情報取扱事務の目的 

事業者が行う環境影響評価について、公平かつ専門的な立場

から審査するため。また、県が行う「審議会等の見直し方

針」等に基づく見直しを円滑に実施するため。 

根拠法令等 愛媛県環境影響評価条例 

個人情報の対象者の範囲 委員 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 ☑メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第69条第２項第４号該当） 

□無 

提供先 
☑実施機関内部 ☑他の実施機関 ☑他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

☑その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（  年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 環境・ゼロカーボン推進課 

保 有 環境・ゼロカーボン推進課 

個人情報取扱事務の名称 環境影響評価公聴会事務 

個人情報取扱事務の目的 
環境影響評価準備書について環境の保全の見地からの意見を

知事が聴取するため 

根拠法令等 愛媛県環境影響評価条例 

個人情報の対象者の範囲 公述申出者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 □性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  ☑意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

☑その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（  年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 環境・ゼロカーボン推進課 

保 有 環境・ゼロカーボン推進課 

個人情報取扱事務の名称 環境影響評価縦覧事務 

個人情報取扱事務の目的 
事業者からの協力要請により、環境影響評価方法書等の縦覧

に協力する。 

根拠法令等 愛媛県環境影響評価条例 

個人情報の対象者の範囲 縦覧者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 □性別 □生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

☑その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（  年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 環境・ゼロカーボン推進課 

保 有 環境・ゼロカーボン推進課 

個人情報取扱事務の名称 公害紛争処理事務 

個人情報取扱事務の目的 

当事者の一方又は双方から申請された公害に係る紛争につい

て、あっせん、調停及び仲裁を行うため。また、県が行う

「審議会等の見直し方針」等に基づく見直しを円滑に実施す

るため。 

根拠法令等 公害紛争処理法第18条第1項 

個人情報の対象者の範囲 委員候補者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 ☑メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  ☑意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第69条第２項第４号該当） 

□無 

提供先 
☑実施機関内部 ☑他の実施機関 ☑他の官公庁 

☑民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

☑その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  ☑地方機関共通  □固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（  年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 環境・ゼロカーボン推進課 

保 有 
環境・ゼロカーボン推進課 各保健所環境保全課 

四国中央保健所衛生環境課 

個人情報取扱事務の名称 公害に関する苦情相談事務 

個人情報取扱事務の目的 公害に関する苦情相談を行う。 

根拠法令等 公害紛争処理法その他公害関係法令 

個人情報の対象者の範囲 相談者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 □生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 ☑メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 ☑病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  ☑意見・要望  ☑相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

☑その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  ☑地方機関共通  □固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（  年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 環境・ゼロカーボン推進課 

保 有 
環境・ゼロカーボン推進課 各保健所環境保全課 

四国中央保健所衛生環境課 

個人情報取扱事務の名称 大気及び水・土壌環境保全活動功労者表彰事務 

個人情報取扱事務の目的 
環境省が実施する大気及び水・土壌環境保全活動功労者表彰の

候補者の推薦 

根拠法令等 大気及び水・土壌環境保全活動功労者表彰実施要領 

個人情報の対象者の範囲 被表彰者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔画

像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □その他

（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □犯

罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等によ

り行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた指導又

は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少年の保護

事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

☑その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  ☑地方機関共通  □固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（    年  月  日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 環境・ゼロカーボン推進課 

保 有 
環境・ゼロカーボン推進課 各保健所環境保全課 

四国中央保健所衛生環境課 

個人情報取扱事務の名称 地下水監視調査事務 

個人情報取扱事務の目的 
地下水の水質の行政上の目的である環境基準の達成状況を把

握するため、地下水質の状況を調査する。 

根拠法令等 水質汚濁防止法第15条第１項 

個人情報の対象者の範囲 井戸所有者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 □性別 □生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 ☑有（委託内容  水質検査           ）□無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

☑その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（  年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 環境・ゼロカーボン推進課 

保 有 
環境・ゼロカーボン推進課 各保健所環境保全課 

四国中央保健所衛生環境課 

個人情報取扱事務の名称 土壌汚染調査・対策検討委員会事務 

個人情報取扱事務の目的 

委員の選任、委員会開催等に係る連絡のため。 

県が行う「審議会の見直し方針」等に基づく見直しを円滑に

実施するため。 

根拠法令等 愛媛県土壌汚染調査・対策検討委員会設置要綱 

個人情報の対象者の範囲 委員 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第69条第２項第４号該当） 

□無 

提供先 
☑実施機関内部 ☑他の実施機関 ☑他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

☑その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。  
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（  年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 環境・ゼロカーボン推進課 

保 有 
環境・ゼロカーボン推進課 各保健所環境保全課 

四国中央保健所衛生環境課 

個人情報取扱事務の名称 土壌汚染対策法の施行に関する事務 

個人情報取扱事務の目的 土壌汚染対策の実施を図り、国民の健康を保護する。 

根拠法令等 
土壌汚染対策法第３条、第４条、第14条、第16条、第22条及

び第23条 

個人情報の対象者の範囲 

・自主調査において土壌汚染が判明した場合において、区域の指定の申請を行う者 

・汚染土壌処理業の許可を受けようとする者及び許可を受けた者 

・土壌汚染を生じさせる行為をした者 

・その他法の届出、申請を行う者及びそれに関する者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 □性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 ☑資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

☑その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年  月  日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 環境・ゼロカーボン推進課 

保 有 環境・ゼロカーボン推進課 

個人情報取扱事務の名称 ゴルフ場農薬適正使用士認定試験事務 

個人情報取扱事務の目的 
ゴルフ場ごとに知事が認定した農薬適正使用士を置き、省農

薬による芝の管理を図る。 

根拠法令等 愛媛県ゴルフ場農薬適正使用指導要綱 

個人情報の対象者の範囲 受験者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 □性別 □生年月日・年齢 ☑顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

☑その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  ☑地方機関共通  □固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 環境・ゼロカーボン推進課 

保 有 
環境・ゼロカーボン推進課 各保健所環境保全課 

四国中央保健所衛生環境課 

個人情報取扱事務の名称 第一種フロン類回収業者登録（変更）届出事務 

個人情報取扱事務の目的 
第一種フロン類回収業者登録（変更）届出事務処理のため。 

法に基づき登録内容を公開している。 

根拠法令等 
フロン類の使用の合理化及び管理の適正化に関する法律第27

条、第31条及び第33条 

個人情報の対象者の範囲 申請者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 ☑顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

☑その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（    年  月  日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 環境・ゼロカーボン推進課 

保 有 環境・ゼロカーボン推進課 

個人情報取扱事務の名称 
愛媛県汚染土壌処理業の許可等に関する指導要綱の施行に関

する事務 

個人情報取扱事務の目的 土壌汚染対策の実施を図り、国民の健康を保護する。 

根拠法令等 愛媛県汚染土壌処理業の許可等に関する指導要綱 

個人情報の対象者の範囲 
汚染土壌処理業の許可を受けようとする者又は許可を受けた

者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 □性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 ☑資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第69条第２項第４号該当） 

□無 

提供先 
☑実施機関内部 □他の実施機関 ☑他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容  水質検査           ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

☑その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  ☑地方機関共通  □固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管

する組織の名称 

登 録 環境・ゼロカーボン推進課 

保 有 
環境・ゼロカーボン推進課 各保健所環境保全課 

四国中央保健所衛生環境課 

個人情報取扱事務の名称 各種環境法令に基づく許可及び届出事務 

個人情報取扱事務の目的 
各種環境法令で定められた施設を設置等する場合、設置者が事前に

許可申請又は届出等を行うことで大気や水質等の環境保全を図る。 

根拠法令等 

大気汚染防止法、水質汚濁防止法、瀬戸内海環境保全特別措置法、

土壌汚染対策法、ダイオキシン類対策特別措置法、 

特定工場における公害防止組織の整備に関する法律、 

化学物質排出把握管理促進法、愛媛県公害防止条例、 

愛媛県ゴルフ場農薬適正使用指導要綱 

個人情報の対象者の範囲 申請者、届出者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 ☑顔画像 

☑住所・居所  ☑電話番号  □メールアドレス  □その他

（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □犯罪に

より害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等により行われ

た健康診断等の結果 □医師等により行われた指導又は診療若しく

は調剤 □刑事事件に関する手続 □少年の保護事件に関する手続 

その他の情報 
□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資産・収

入の状況 □意見・要望 □相談 □その他（     ） 

保有個人情報の目的外の

利用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

☑その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作

成の有無 
☑有（ファイル名 各種環境法令届出者ファイル  ）□無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（  年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 環境・ゼロカーボン推進課 

保 有 環境・ゼロカーボン推進課 

個人情報取扱事務の名称 「星空の街・あおぞらの街」全国協議会表彰事務 

個人情報取扱事務の目的 
環境省が実施する「星空の街・あおぞらの街」全国協議会表彰

の候補者の推薦 

根拠法令等 「星空の街・あおぞらの街」全国協議会運営要領 

個人情報の対象者の範囲 被表彰者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔画

像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □その他

（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □犯

罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等によ

り行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた指導又

は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少年の保護

事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

☑その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（  年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 環境・ゼロカーボン推進課 

保 有 環境・ゼロカーボン推進課 

個人情報取扱事務の名称 大気汚染常時監視事務 

個人情報取扱事務の目的 

県内の大気汚染状況をテレメータシステムで常時監視してお

り、休日や夜間でも緊急事態に対応できるよう、関係する行政

担当職員の個人情報を扱うもの。 

根拠法令等 愛媛県大気汚染緊急時対策要綱 

個人情報の対象者の範囲 関係市町等行政職員 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 □性別 □生年月日・年齢 □顔画

像 □住所・居所 ☑電話番号 ☑メールアドレス □その他

（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □犯

罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等によ

り行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた指導又

は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少年の保護

事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 ☑有（委託内容 テレメータシステムの保守管理  ）□無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

☑その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 循環型社会推進課 

保 有 循環型社会推進課 

個人情報取扱事務の名称 
えひめ循環型社会推進計画評価委員会委員名簿の取扱いに係

る事務 

個人情報取扱事務の目的 

えひめ循環型社会推進計画評価委員会を開催等するととも

に、県が行う「審議会等の見直し方針」等に基づく見直しを

円滑に実施するため。 

根拠法令等 えひめ循環型社会推進計画評価委員会設置要綱 

個人情報の対象者の範囲 えひめ循環型社会推進計画評価委員会委員 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 ☑メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況 □意見・要望 □相談 ☑その他（職業・

職歴） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第69条第２項第２号該当） 

□無 

提供先 
☑実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 循環型社会推進課 

保 有 循環型社会推進課 

個人情報取扱事務の名称 
愛媛県資源循環優良モデル認定審査会委員名簿の取扱いに係

る事務 

個人情報取扱事務の目的 

愛媛県資源循環優良モデル認定審査会を開催等するととも

に、県が行う「審議会等の見直し方針」等に基づく見直しを

円滑に実施するため。 

根拠法令等 愛媛県資源循環優良モデル認定審査会設置要綱 

個人情報の対象者の範囲 愛媛県資源循環優良モデル認定審査会委員 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 ☑メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況 □意見・要望 □相談 ☑その他（職業・

職歴） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第69条第２項第２号該当） 

□無 

提供先 
☑実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 循環型社会推進課 

保 有 循環型社会推進課 

個人情報取扱事務の名称 愛媛県食品ロス削減推進協議会委員名簿の取扱いに係る事務 

個人情報取扱事務の目的 

愛媛県食品ロス削減推進協議会を開催等するとともに、県が

行う「審議会等の見直し方針」等に基づく見直しを円滑に実

施するため。 

根拠法令等 愛媛県食品ロス削減推進協議会設置要綱 

個人情報の対象者の範囲 愛媛県食品ロス削減推進協議会委員 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 □住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況 □意見・要望 □相談 ☑その他（職業・

職歴） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第69条第２項第２号該当） 

□無 

提供先 
☑実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 循環型社会推進課 

保 有 

循環型社会推進課、西条・今治・松山・八幡浜・

宇和島保健所環境保全課、四国中央保健所衛生環

境課 

個人情報取扱事務の名称 
一般廃棄物処理施設設置許可に係る事務 

 

個人情報取扱事務の目的 
許可要件及び事前協議の適否審査 

 

根拠法令等 
廃棄物処理及び清掃に関する法律第8条 

 

個人情報の対象者の範囲 
申請者 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 ☑資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 循環型社会推進課 

保 有 
西条・今治・松山・八幡浜・宇和島保健所環境保

全課、四国中央保健所衛生環境課 

個人情報取扱事務の名称 
一般廃棄物熱回収施設設置者認定に係る事務 

 

個人情報取扱事務の目的 
認定要件の審査 

 

根拠法令等 
廃棄物処理及び清掃に関する法律第9条の2の4 

 

個人情報の対象者の範囲 
申請者 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 □性別 □生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 ☑資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 



132 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 循環型社会推進課 

保 有 
西条・今治・松山・八幡浜・宇和島保健所環境保

全課、四国中央保健所衛生環境課 

個人情報取扱事務の名称 
一般廃棄物処理施設の定期検査に係る事務 

 

個人情報取扱事務の目的 
技術上の基準適合に係る審査 

 

根拠法令等 
廃棄物処理及び清掃に関する法律第8条の2の2 

 

個人情報の対象者の範囲 
申請者 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 □性別 □生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 循環型社会推進課 

保 有 循環型社会推進課 

個人情報取扱事務の名称 
生活環境改善事業功労者等環境大臣表彰事務 

 

個人情報取扱事務の目的 
表彰基準の適否審査 

 

根拠法令等 
生活環境改善事業功労者等表彰実施要領 

 

個人情報の対象者の範囲 
被表彰候補者 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第69条第２項第３号該当） 

□無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 ☑他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 循環型社会推進課 

保 有 循環型社会推進課 

個人情報取扱事務の名称 
生活環境づくり活動功労者知事表彰事務 

 

個人情報取扱事務の目的 
表彰基準の適否審査 

 

根拠法令等 
生活環境づくり活動功労者知事表彰要綱 

 

個人情報の対象者の範囲 
被表彰候補者 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 循環型社会推進課 

保 有 循環型社会推進課 

個人情報取扱事務の名称 
生活環境改善事業功労者知事表彰事務 

 

個人情報取扱事務の目的 
表彰基準の適否審査 

 

根拠法令等 
生活環境改善事業功労者知事表彰要綱 

 

個人情報の対象者の範囲 
被表彰候補者 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 循環型社会推進課 

保 有 循環型社会推進課 

個人情報取扱事務の名称 全国環境衛生大会長感謝状贈呈候補者推薦事務 

個人情報取扱事務の目的 
贈呈基準の適否審査 

 

根拠法令等 
全国環境衛生大会長感謝状贈呈要領 

 

個人情報の対象者の範囲 
被贈呈候補者 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況 □意見・要望 □相談 ☑その他（ 苦

情  ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第69条第２項第４号該当） 

□無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

☑民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 

 

 



137 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 循環型社会推進課 

保 有 

循環型社会推進課 

西条・今治・松山・八幡浜・宇和島保健所環境保

全課 

個人情報取扱事務の名称 
ブロック別災害廃棄物対策協議会委員名簿の取扱いに関する

事務 

個人情報取扱事務の目的 
協議会の開催及び、県が行う「審議会等の見直し方針」等に

基づく見直しを円滑に実施するため。 

根拠法令等 
ブロック別災害廃棄物対策協議会設置要綱 

 

個人情報の対象者の範囲 
ブロック別災害廃棄物対策協議会委員 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 □住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第69条第２項第２号該当） 

□無 

提供先 
☑実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 循環型社会推進課 

保 有 循環型社会推進課 

個人情報取扱事務の名称 
愛媛県海岸漂着物対策推進協議会委員名簿の取扱いに係る事

務 

個人情報取扱事務の目的 
協議会の開催及び、県が行う「審議会等の見直し方針」等に

基づく見直しを円滑に実施するため。 

根拠法令等 
愛媛県海岸漂着物対策推進協議会設置要綱 

 

個人情報の対象者の範囲 
愛媛県海岸漂着物対策推進協議会委員 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 □住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第69条第２項第２号該当） 

□無 

提供先 
☑実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 循環型社会推進課 

保 有 循環型社会推進課 

個人情報取扱事務の名称 
愛媛県海岸漂着物対策活動推進員等の委嘱に係る事務 

 

個人情報取扱事務の目的 
推進員の委嘱事務を円滑に実施するため。 

 

根拠法令等 
愛媛県海岸漂着物対策活動推進員等設置要綱 

 

個人情報の対象者の範囲 
愛媛県海岸漂着物対策活動推進員 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第69条第２項第２号該当） 

□無 

提供先 
☑実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  ☑地方機関共通  □固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 循環型社会推進課 

保 有 
西条・今治・松山・八幡浜・宇和島保健所環境保

全課、四国中央保健所衛生環境課 

個人情報取扱事務の名称 
浄化槽保守点検業者登録に係る事務 

 

個人情報取扱事務の目的 
浄化槽保守点検業者の適否審査 

 

根拠法令等 
愛媛県浄化槽保守点検業者登録条例 

 

個人情報の対象者の範囲 
申請者 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 ☑犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  ☑地方機関共通  □固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 循環型社会推進課 

保 有 
西条・今治・中予・八幡浜・宇和島保健所環境保

全課、四国中央保健所衛生環境課 

個人情報取扱事務の名称 
浄化槽設置届出書に係る事務 

 

個人情報取扱事務の目的 
許可要件の審査 

 

根拠法令等 
浄化槽法第5条 

 

個人情報の対象者の範囲 
申請者 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 □性別 □生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 

☑有（ファイル名 浄化槽設置届出書に係る事務ファイ

ル ）□無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  ☑地方機関共通  □固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 循環型社会推進課 

保 有 
西条・今治・中予・八幡浜・宇和島保健所環境保

全課、四国中央保健所衛生環境課 

個人情報取扱事務の名称 
廃棄物再生事業者登録に係る事務 

 

個人情報取扱事務の目的 
廃棄物再生事業者の適否審査 

 

根拠法令等 
廃棄物処理及び清掃に関する法律第 20 条の２ 

 

個人情報の対象者の範囲 
申請者 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 □性別 □生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（    ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 ☑犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 ☑資

産・収入の状況 □意見・要望 □相談 ☑その他（ 印

影 ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  ☑地方機関共通  □固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 循環型社会推進課 

保 有 
西条・今治・中予・八幡浜・宇和島保健所環境保

全課、四国中央保健所衛生環境課 

個人情報取扱事務の名称 
産業廃棄物処分業許可に係る事務 

 

個人情報取扱事務の目的 
許可要件の審査 

 

根拠法令等 
廃棄物処理及び清掃に関する法律第 14 条及び第１４条の４ 

 

個人情報の対象者の範囲 
申請者 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（    ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 ☑犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 ☑資

産・収入の状況 □意見・要望 □相談 ☑その他（ 印

影 ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  ☑地方機関共通  □固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 循環型社会推進課 

保 有 
西条・今治・中予・八幡浜・宇和島保健所環境保

全課、四国中央保健所衛生環境課 

個人情報取扱事務の名称 
産業廃棄物収集運搬業許可に係る事務 

 

個人情報取扱事務の目的 
許可要件の審査 

 

根拠法令等 
廃棄物処理及び清掃に関する法律第 14 条及び第１４条の４ 

 

個人情報の対象者の範囲 
申請者 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（    ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 ☑犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 ☑資

産・収入の状況 □意見・要望 □相談 ☑その他（ 印

影  ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 

☑有（ファイル名 産業廃棄物収集運搬業許可に係る事務フ

ァイル ）□無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 循環型社会推進課 

保 有 
西条・今治・中予・八幡浜・宇和島保健所環境保

全課、四国中央保健所衛生環境課 

個人情報取扱事務の名称 
優良産業廃棄物処理業者の確認及び認定に係る事務 

 

個人情報取扱事務の目的 
優良確認及び認定の基準適合に係る審査 

 

根拠法令等 
廃棄物処理及び清掃に関する法律第 14 条及び第１４条の４ 

 

個人情報の対象者の範囲 
申請者 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス  そ

の他（    ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 ☑犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 ☑資

産・収入の状況 □意見・要望 □相談 ☑その他（ 印

影 ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  ☑地方機関共通  □固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 循環型社会推進課 

保 有 
西条・今治・中予・八幡浜・宇和島保健所環境保

全課、四国中央保健所衛生環境課 

個人情報取扱事務の名称 
産業廃棄物処理施設設置許可に係る事務 

 

個人情報取扱事務の目的 
許可要件及び事前協議の適否審査 

 

根拠法令等 
廃棄物処理及び清掃に関する法律第 15 条 

愛媛県産業廃棄物適正処理指導要綱 

個人情報の対象者の範囲 
申請者 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 ☑犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 ☑資

産・収入の状況 □意見・要望 □相談 ☑その他（ 印

影 ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 循環型社会推進課 

保 有 
西条・今治・中予・八幡浜・宇和島保健所環境保

全課、四国中央保健所衛生環境課 

個人情報取扱事務の名称 
産業廃棄物熱回収施設設置者認定に係る事務 

 

個人情報取扱事務の目的 
認定要件の審査 

 

根拠法令等 
廃棄物処理及び清掃に関する法律第 15 条の３の３ 

 

個人情報の対象者の範囲 
申請者 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（    ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 ☑犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 ☑資

産・収入の状況 □意見・要望 □相談 ☑その他（ 印

影 ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



148 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 循環型社会推進課 

保 有 
西条・今治・中予・八幡浜・宇和島保健所環境保

全課、四国中央保健所衛生環境課 

個人情報取扱事務の名称 
産業廃棄物等適正処理指導に係る事務 

 

個人情報取扱事務の目的 
不適正処理の是正 

 

根拠法令等 
廃棄物処理及び清掃に関する法律 

 

個人情報の対象者の範囲 
不適正処理業者（許可業者以外） 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（    ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 
□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況 □意見・要望 □相談 □その他（  ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 循環型社会推進課 

保 有 
西条・今治・中予・八幡浜・宇和島保健所環境保

全課、四国中央保健所衛生環境課 

個人情報取扱事務の名称 
産業廃棄物処理施設の定期検査に係る事務 

 

個人情報取扱事務の目的 
技術上の基準適合に係る審査 

 

根拠法令等 
廃棄物処理及び清掃に関する法律第 15 条の２の２ 

 

個人情報の対象者の範囲 
申請者 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況 □意見・要望 □相談 ☑その他（ 印

影  ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



150 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  ☑地方機関共通  □固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 循環型社会推進課 

保 有 
西条・今治・中予・八幡浜・宇和島保健所環境保

全課、四国中央保健所衛生環境課 

個人情報取扱事務の名称 
ポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管状況届出等に係る事務 

 

個人情報取扱事務の目的 
保管事業者等の把握 

 

根拠法令等 
ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別

措置法第８条、第 15条及び第 19条 

個人情報の対象者の範囲 
ポリ塩化ビフェニル廃棄物保管事業者等 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 □性別 □生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況 □意見・要望 □相談 ☑その他（ 印

影  ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  ☑地方機関共通  □固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 循環型社会推進課 

保 有 
西条・今治・中予・八幡浜・宇和島保健所環境保

全課、四国中央保健所衛生環境課 

個人情報取扱事務の名称 
産業廃棄物再生利用事業者指定に係る事務 

 

個人情報取扱事務の目的 
指定要件の適否審査 

 

根拠法令等 
愛媛県産業廃棄物再生利用事業者の指定に関する規則 

 

個人情報の対象者の範囲 
申請者 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス ☑そ

の他（ 印影 ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 ☑犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 ☑資

産・収入の状況 □意見・要望 □相談 ☑その他（ 印

影  ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



152 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 循環型社会推進課 

保 有 
西条・今治・中予・八幡浜・宇和島保健所環境保

全課、四国中央保健所衛生環境課 

個人情報取扱事務の名称 
産業廃棄物等苦情処理に係る事務 

 

個人情報取扱事務の目的 
苦情処理結果の報告 

 

根拠法令等 
県の対応を報告するため 

 

個人情報の対象者の範囲 
苦情者 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（    ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況 □意見・要望 □相談 ☑その他（ 苦

情 ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



153 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 循環型社会推進課 

保 有 循環型社会推進課 

個人情報取扱事務の名称 
優良産業廃棄物処理業者に対する知事感謝状贈呈事務 

 

個人情報取扱事務の目的 
選考基準の適否審査 

 

根拠法令等 
優良産業廃棄物処理業者に対する知事感謝状贈呈要領 

 

個人情報の対象者の範囲 
被贈呈候補者 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（    ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況 □意見・要望 □相談 ☑その他（ 印

影、功績 ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



154 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  ☑地方機関共通  □固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 循環型社会推進課 

保 有 
西条・今治・中予・八幡浜・宇和島保健所環境保

全課、四国中央保健所衛生環境課 

個人情報取扱事務の名称 
自動車リサイクル法解体業・破砕業の許可事務 

 

個人情報取扱事務の目的 
欠格要件の該当の有無の確認及び許可番号の決定 

 

根拠法令等 
使用済自動車の再資源化等に関する法律第 60条及び第 67条 

 

個人情報の対象者の範囲 
許可申請者 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（    ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 ☑犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 ☑資

産・収入の状況 □意見・要望 □相談 ☑その他（ 印

影 ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  ☑地方機関共通  □固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 循環型社会推進課 

保 有 
西条・今治・中予・八幡浜・宇和島保健所環境保

全課、四国中央保健所衛生環境課 

個人情報取扱事務の名称 
自動車リサイクル法引取業・フロン類回収業の登録事務 

 

個人情報取扱事務の目的 
欠格要件の該当の有無の確認及び登録番号の決定 

 

根拠法令等 
使用済自動車の再資源化等に関する法律第 42条及び第 53条 

 

個人情報の対象者の範囲 
登録申請者 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（    ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況 □意見・要望 □相談 ☑その他（ 印

影 ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



156 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  ☑地方機関共通  □固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 循環型社会推進課 

保 有 各地方局環境保全課 

個人情報取扱事務の名称 土砂等埋立て規制条例に基づく特定事業許可に係る事務 

個人情報取扱事務の目的 許可要件の適否審査 

根拠法令等 
愛媛県土砂等の埋立等による土壌汚染及び災害の発生の防止

に関する条例 

個人情報の対象者の範囲 申請者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（    ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 ☑犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況 □意見・要望 □相談 ☑その他（ 印

影 ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 循環型社会推進課 

保 有 循環型社会推進課 

個人情報取扱事務の名称 
愛媛県廃棄物処理施設設置審査会委員名簿の取扱いに係る事

務 

個人情報取扱事務の目的 

愛媛県廃棄物処理施設設置審査会を開催等するとともに、県

が行う「審議会等の見直し方針」等に基づく見直しを円滑に

実施するため。 

根拠法令等 
愛媛県廃棄物処理施設設置審査会設置要綱 

 

個人情報の対象者の範囲 
愛媛県廃棄物処理施設設置審査会委員 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（    ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況 □意見・要望 □相談 ☑その他（ 印

影 ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  ☑地方機関共通  □固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 循環型社会推進課 

保 有 
西条・今治・中予・八幡浜・宇和島保健所環境保

全課、四国中央保健所衛生環境課 

個人情報取扱事務の名称 
２以上の事業者による産業廃棄物の処理に係る特例認定に係

る事務 

個人情報取扱事務の目的 認定要件の審査 

根拠法令等 廃棄物の処理及び清掃に関する法律第 12条の７ 

個人情報の対象者の範囲 申請者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（    ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 ☑犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況 □意見・要望 □相談 ☑その他（ 印

影 ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  ☑地方機関共通  □固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 循環型社会推進課 

保 有 
西条・今治・中予・八幡浜・宇和島保健所環境保

全課、四国中央保健所衛生環境課 

個人情報取扱事務の名称 
有害使用済機器の保管等の届出に係る事務 

 

個人情報取扱事務の目的 
届出内容の審査 

 

根拠法令等 
廃棄物の処理及び清掃に関する法律第 17条の２ 

 

個人情報の対象者の範囲 
届出者 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 □性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（    ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況 □意見・要望 □相談 ☑その他（ 印

影 ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 自然保護課 

保 有 自然保護課、各地方局総務県民課 

個人情報取扱事務の名称 自然公園指導員自然環境局長表彰事務 

個人情報取扱事務の目的 

自然公園指導員（環境省委嘱）として永年にわたり職務に精

励し、その功績が特に顕著な者に対して、環境省自然環境局

長が表彰するもので、表彰に当たって県から候補者の推薦及

び受賞者への表彰状等の伝達を行う。 

根拠法令等 
自然公園指導員表彰要綱（平成 13年 3月 7日環自総第 103号） 

自然公園指導員表彰実施細目 

個人情報の対象者の範囲 被表彰候補者及び受賞者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 □性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（      ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第69条第２項第３号該当） 

□無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 ☑他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 自然保護課 

保 有 自然保護課 

個人情報取扱事務の名称 自然公園指導員委嘱等関係事務 

個人情報取扱事務の目的 

国立公園及び国定公園の保護や適正な利用等を図るため、環

境省が委嘱する自然公園指導員について、県が候補者の推薦

及び委嘱通知書等の伝達並びに自然公園指導員からの活動報

告書を取りまとめて環境省へ提出する等の事務を行う。 

根拠法令等 自然公園指導員設置要綱（昭和49年3月20日環自休第266号） 

個人情報の対象者の範囲 被委嘱候補者及び委嘱者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（       ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  ☑意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第69条第２項第３号及び第４号該当） 

□無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 ☑他の官公庁 

□民間・私人  ☑その他（愛媛県山岳連盟等） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 自然保護課 

保 有 自然保護課、各地方局総務県民課 

個人情報取扱事務の名称 自然保護指導員委嘱等関係事務 

個人情報取扱事務の目的 

自然公園の保護や適正な利用等を図るため、各市町に対して

候補者の推薦を依頼し、その中から適任者について県が自然

保護指導員として委嘱し、活動状況等について報告を求める

等の事務を行う。 

根拠法令等 愛媛県自然保護指導員設置要綱 

個人情報の対象者の範囲 被委嘱候補者及び委嘱者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  ☑意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第69条第２項第３号該当） 

□無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 ☑他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 

 

 



163 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 自然保護課 

保 有 自然保護課 

個人情報取扱事務の名称 自然海浜保全指導員委嘱関係事務 

個人情報取扱事務の目的 

愛媛県自然海浜保全条例に基づき指定されている自然海浜保

全地区の保全や適正な利用等を図るため、各市町に対して候

補者の推薦を依頼し、その中から適任者について県が自然海

浜保全指導員として委嘱し、活動状況等について報告を求め

る等の事務を行う。 

根拠法令等 各年度自然海浜保全指導員設置要領 

個人情報の対象者の範囲 被委嘱候補者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第69条第２項第３号該当） 

□無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 ☑他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考 
記録項目の変更（国籍･本籍を項目から削除）（令和5年11月

7日） 

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 自然保護課 

保 有 自然保護課、各地方局総務県民課 

個人情報取扱事務の名称 自然公園区域内における許可・届出に関する事務 

個人情報取扱事務の目的 
国定公園及び県立自然公園の特別地域や普通地域における行

為の許可申請または届出に対して審査、処分等を行う。 

根拠法令等 
自然公園法第 20条第３項、第 32条、第 33条第１項 

愛媛県県立自然公園条例第21条第４項、第31条、第32条第１項 

個人情報の対象者の範囲 行為の許可申請者、行為の届出者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 □性別 □生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス ☑そ

の他（印影）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 ☑家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 ☑資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第69条第２項第３号該当） 

□無 

提供先 
□実施機関内部 ☑他の実施機関 ☑他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考 

法改正による条項の変更（平成 15年 4月 1日） 

条例改正による条項の変更（平成 15年 7月 1日） 

法定受託事務返上に伴う事務の一部減少（令和５年 4月 1日） 

法、条例改正による条項の変更（令和５年 6月 29日） 

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 自然保護課 

保 有 各地方局総務県民課 

個人情報取扱事務の名称 愛媛県自然環境保全地域内における許可・届出に関する事務 

個人情報取扱事務の目的 

愛媛県自然環境保全地域の特別地区、野生動植物保護地区及

び普通地区における行為の許可または届出に対する審査や処

分等を行う。 

根拠法令等 
愛媛県自然環境保全条例第2１条第4項、第22条第3項第6号、

第23条第１項 

個人情報の対象者の範囲 許可申請者、届出者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 □性別 □生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス ☑そ

の他（印影）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 ☑家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第69条第２項第３号該当） 

□無 

提供先 
□実施機関内部 ☑他の実施機関 ☑他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 自然保護課 

保 有 各地方局総務県民課 

個人情報取扱事務の名称 愛媛県自然海浜保全地区内における届出に関する事務 

個人情報取扱事務の目的 
愛媛県自然海浜保全条例に基づき指定されている自然海浜保

全地区内における行為の届出に対する審査、処分を行う。 

根拠法令等 愛媛県自然海浜保全条例第5条第１項 

個人情報の対象者の範囲 届出者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 □性別 □生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス ☑そ

の他（印影）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 
□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況 □意見・要望 □相談 □その他（  ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第69条第２項第３号該当） 

□無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 ☑他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 自然保護課 

保 有 自然保護課、各地方局総務県民課 

個人情報取扱事務の名称 自然公園法等違反者等に対する中止命令等に関する事務 

個人情報取扱事務の目的 

自然公園区域内において、自然公園法若しくは愛媛県県立自

然公園条例の規定や許可等に附せられた条件に違反した者に

対して中止命令等を行う。 

根拠法令等 
自然公園法第34条 

愛媛県県立自然公園条例第33条 

個人情報の対象者の範囲 自然公園法等違反者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 □性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス ☑そ

の他（印影）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 ☑家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 ☑資

産・収入の状況 □意見・要望 □相談 ☑その他（弁明

書、始末書等） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第 69条第２項第２号及び第３号該当） 

□無 

提供先 
☑実施機関内部 ☑他の実施機関 ☑他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 自然保護課 

保 有 自然保護課、各地方局総務県民課 

個人情報取扱事務の名称 
愛媛県自然環境保全条例違反者に対する原状回復措置等の命

令等に関する事務 

個人情報取扱事務の目的 

愛媛県自然環境保全条例の規定や許可に附せられた条件に違

反した者に対して行為の中止や原状回復措置等の命令等を行

う。 

根拠法令等 愛媛県自然環境保全条例第24条 

個人情報の対象者の範囲 愛媛県自然環境保全条例違反者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 □性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス ☑そ

の他（印影）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 ☑家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 ☑資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第69条第２項第２号及び第３号該当） 

□無 

提供先 
☑実施機関内部 ☑他の実施機関 ☑他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月  日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 自然保護課 

保 有 自然保護課、各地方局総務県民課 

個人情報取扱事務の名称 自然公園法等の許可受者等に対する報告の徴収に関する事務 

個人情報取扱事務の目的 

自然公園の保護のため必要があるときに、自然公園法等の許

可受者や届出者に対して行為の状況等の報告を求める事務を

行う。 

根拠法令等 
自然公園法第35条第１項 

愛媛県県立自然公園条例第34条 

個人情報の対象者の範囲 報告を求められた者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 □性別 □生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス ☑そ

の他（印影）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況 □意見・要望 □相談 ☑その他（行為の

状況等） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第69条第２項第３号該当） 

□無 

提供先 
□実施機関内部 ☑他の実施機関 ☑他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考 

法改正による条項の変更（平成15年4月1日） 

条例改正による条項の変更（平成15年7月1日） 

法定受託事務返上に伴う事務の一部減少（令和５年4月1日） 

法、条例改正による条項の変更（令和５年6月29日） 

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 自然保護課 

保 有 自然保護課、各地方局総務県民課 

個人情報取扱事務の名称 自然歩道関係功労者環境省自然環境局長表彰事務 

個人情報取扱事務の目的 

自然歩道の維持・管理及びその適正利用等に関し、特に顕著

な功績のあった者に対して、環境省自然環境局長が表彰する

もので、表彰に当たって県から候補者の推薦及び受賞者への

表彰状等の伝達を行う。 

根拠法令等 
自然歩道関係功労者表彰実施要綱 

（平成１３年８月３日環自総第４７３号） 

個人情報の対象者の範囲 被表彰者及び候補者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 □性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第 69 条第２項第３号該当） 

□無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 ☑他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 

 



171 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 自然保護課 

保 有 自然保護課、各地方局総務県民課 

個人情報取扱事務の名称 「みどりの日」自然環境功労者環境大臣表彰事務 

個人情報取扱事務の目的 

自然環境の保全に関し、顕著な功績があった者に対して、環

境大臣が表彰するもので、表彰に当たって県から候補者の推

薦を行う。 

根拠法令等 

「みどりの日」自然環境功労者環境大臣表彰要綱 

（平成13年２月５日環自総第62号、一部改正令和5年１月28

日環自総第34号） 

個人情報の対象者の範囲 被表彰者及び候補者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第69条第２項第３号該当） 

□無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 ☑他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 自然保護課 

保 有 自然保護課、各地方局総務県民課 

個人情報取扱事務の名称 自然公園関係功労者環境大臣表彰事務 

個人情報取扱事務の目的 

自然公園の保護とその適正な利用に関し、顕著な功績があっ

た者に対して、環境大臣が表彰するもので、表彰に当たって

県から候補者の推薦を行う。 

根拠法令等 
自然公園大会における自然公園関係功労者環境大臣表彰要綱 

（平成１３年３月７日環自総第１０２号） 

個人情報の対象者の範囲 被表彰者及び候補者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 □性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第69条第２項第３号該当） 

□無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 ☑他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 自然保護課 

保 有 自然保護課、各地方局総務県民課 

個人情報取扱事務の名称 自然公園区域内における公園事業の認可に関する事務 

個人情報取扱事務の目的 
国定公園及び県立自然公園における公園事業執行の認可申請

に対して審査を行う。 

根拠法令等 
自然公園法第１０条第３項 

愛媛県県立自然公園条例第９条第３項 

個人情報の対象者の範囲 公園事業執行の認可申請者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 □性別 □生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス ☑そ

の他（印影）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 ☑資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第69条第２項第３号該当） 

□無 

提供先 
□実施機関内部 ☑他の実施機関 ☑他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考 

法改正による条項の変更（平成１５年４月１日） 

条例改正による条項の変更（平成１５年７月１日） 

法定受託事務返上に伴う事務の一部減少（令和５年４月１

日） 

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 自然保護課 

保 有 自然保護課、各地方局森林林業課 

個人情報取扱事務の名称 野生生物保護功労者表彰事務 

個人情報取扱事務の目的 

愛鳥週間（毎年５月10日から16日）において、環境省・

（財）日本鳥類保護連盟主催で、野生生物の保護に顕著な功

績のあった者を表彰するため、表彰にあたって県から候補者

の推薦を行う。 

根拠法令等 財団法人日本鳥類保護連盟会長からの推薦依頼 

個人情報の対象者の範囲 
被表彰候補者及び受賞者 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 氏名 □性別 生年月日・年齢 □顔

画像 住所・居所 電話番号 □メールアドレス そ

の他（職歴・保護に関する略歴  ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況 □意見・要望 □相談 その他（保護に

関する主な功績 ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

有（個人情報保護法第69条第２項第３号該当） 

□無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 全庁共通  地方機関共通  固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（    年  月  日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 自然保護課 

保 有 自然保護課、森林整備課、各地方局森林林業課 

個人情報取扱事務の名称 野生生物保護功労者表彰（自然環境局長感謝状）事務 

個人情報取扱事務の目的 

愛鳥週間（５月 10 日から 16 日）の中心行事である環境省、

(財)日本鳥類保護連盟及び開催県主催の「全国野鳥保護のつど

い」において、永年にわたり野生生物保護に関する実践や普及

啓発に尽力した都道府県職員等に対し、環境省自然環境局長感

謝状を授与するため県からの候補者の推薦及び受賞者への感謝

状の伝達を行う。 

根拠法令等 環境省自然環境局長からの推薦依頼及び推薦基準 

個人情報の対象者の範囲 被表彰候補者及び受賞者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 氏名 □性別 生年月日・年齢 □顔

画像 住所・居所 □電話番号 □メールアドレス そ

の他（職業・職歴   ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況 □意見・要望 □相談 その他（保護に

関係する主な功績） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

有（個人情報保護法第69条第２項第２号該当） 

□無 

提供先 
実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 全庁共通  地方機関共通  固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 自然保護課 

保 有 各地方局森林林業課 

個人情報取扱事務の名称 狩猟免許試験事務 

個人情報取扱事務の目的 

狩猟免許を取得するための試験の実施にあたり、受験者の申請

書の受理、試験の実施及び合格者への免状の交付並びに台帳へ

の登録等を行う。 

根拠法令等 
鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律第 41 条、

42 条、43 条、45 条、46 条、49 条 

個人情報の対象者の範囲 狩猟免許申請者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

個人識別符号 氏名 性別 生年月日・年齢 顔

画像 住所・居所 電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況 □意見・要望 □相談 その他（狩猟免

許取得・取消状況、銃の所持許可番号等） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

有（個人情報保護法第69条第２項第３号該当） 

□無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）無 

保有個人情報の保有形態 

電子計算機処理ファイル 

マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 

有（ファイル名 狩猟者免許（新規）申請データファイ

ル、狩猟者台帳 ）□無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 全庁共通  地方機関共通  固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 自然保護課 

保 有 各地方局森林林業課 

個人情報取扱事務の名称 狩猟免許更新事務 

個人情報取扱事務の目的 

狩猟免許更新のための適性検査及び講習の実施にあたり、更

新申請者の申請書の受理、検査及び講習の実施及び更新者へ

の免状の交付並びに台帳への登録を行う。 

根拠法令等 鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律第 51条 

個人情報の対象者の範囲 狩猟免許更新申請者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

個人識別符号 氏名 性別 生年月日・年齢 顔

画像 住所・居所 電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況 □意見・要望 □相談 その他（狩猟免

許取得・取消状況、銃の所持許可番号等） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

有（個人情報保護法第69条第２項第３号該当） 

□無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）無 

保有個人情報の保有形態 

電子計算機処理ファイル 

マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 

有（ファイル名 狩猟者免許（更新）申請データファイ

ル、狩猟者台帳 ）□無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



178 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 全庁共通  地方機関共通  固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 自然保護課 

保 有 自然保護課、各地方局森林林業課 

個人情報取扱事務の名称 狩猟者登録事務 

個人情報取扱事務の目的 

狩猟鳥獣は、環境大臣の定める猟具を使用して捕獲する場合、

登録を受けなければならないこととなっており、この登録申請

者に対し、狩猟者登録証等を交付するとともに、台帳への登録

を行う。 

根拠法令等 
鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律第 55 条か

ら 61条、65から 67条 

個人情報の対象者の範囲 狩猟者登録申請者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

個人識別符号 氏名 性別 生年月日・年齢 顔

画像 住所・居所 電話番号 □メールアドレス そ

の他（ 職業 ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 資

産・収入の状況 □意見・要望 □相談 その他（狩猟免

許取得状況、銃所持許可番号、損害賠償に係る保険契約

等  ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

有（個人情報保護法第69条第２項第３号該当） 

□無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）無 

保有個人情報の保有形態 

電子計算機処理ファイル 

マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
有（ファイル名 狩猟者台帳 ）□無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 全庁共通  地方機関共通  固有 

登録（変更）年月日  令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 自然保護課 

保 有 自然保護課、各地方局森林林業課 

個人情報取扱事務の名称 鳥獣保護区特別保護地区内行為許可事務 

個人情報取扱事務の目的 

鳥獣保護区特別保護地区の区域内において、建築物その他工

作物の新築等、水面の埋め立て又は干拓、立木の伐採等を行

うにあたり、申請者に対し許可等を行う。 

根拠法令等 
鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律第 29条

第 7項 

個人情報の対象者の範囲 行為許可申請者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 氏名 □性別 □生年月日・年齢 □顔

画像 住所・居所 電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況 □意見・要望 □相談 その他（ 行為

内容 ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 全庁共通  地方機関共通  固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 自然保護課 

保 有 自然保護課、各地方局森林林業課 

個人情報取扱事務の名称 鳥獣捕獲等許可事務 

個人情報取扱事務の目的 
鳥獣捕獲等許可を行うにあたり、申請者に対し鳥獣捕獲等許可

証及び従事者証の交付を行う。 

根拠法令等 鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律第 9 条 

個人情報の対象者の範囲 捕獲許可申請者及び従事者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 氏名 □性別 生年月日・年齢 □顔

画像 住所・居所 電話番号 □メールアドレス そ

の他（職業 ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況 □意見・要望 □相談 その他（ 狩猟

免許取得・銃の所持許可状況、捕獲内容 ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

有（個人情報保護法第69条第２項第３号該当） 

□無 

提供先 
□実施機関内部 他の実施機関 他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）無 

保有個人情報の保有形態 

電子計算機処理ファイル 

マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 全庁共通  地方機関共通  固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 自然保護課 

保 有 自然保護課、各地方局森林林業課 

個人情報取扱事務の名称 鳥獣保護管理員の設置事務 

個人情報取扱事務の目的 

鳥獣保護区等の管理、狩猟取締り及び保護思想の普及啓発等を

行うため、鳥獣保護管理員として任命を行い、業務報告を求め

る等の事務を行う。 

根拠法令等 
鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律第 78 条 

鳥獣保護管理員設置要綱 

個人情報の対象者の範囲 被任命者候補者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 氏名 性別 生年月日・年齢 □顔

画像 住所・居所 電話番号 □メールアドレス そ

の他（職業、職歴、資格等 ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況 □意見・要望 □相談 その他（ 狩猟

に関する経歴 ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 全庁共通  地方機関共通  固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 自然保護課 

保 有 自然保護課、各地方局森林林業課 

個人情報取扱事務の名称 住所等変更事務 

個人情報取扱事務の目的 

鳥獣捕獲等許可証、従事者証、狩猟免状、狩猟者登録証等を交

付された者が、住所等を変更した場合は届出をしなければなら

ないとされており、当該届出の受理及び記載事項の変更を行

う。 

根拠法令等 
鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律第 7 条、

46 条及び 61 条 

個人情報の対象者の範囲 各届出者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

個人識別符号 氏名 性別 生年月日・年齢 □顔

画像 住所・居所 電話番号 □メールアドレス そ

の他（職業等 ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況 □意見・要望 □相談 その他（ 変更

理由 ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

有（個人情報保護法第69条第２項第３号該当） 

□無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）無 

保有個人情報の保有形態 

電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 全庁共通  地方機関共通  固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 自然保護課 

保 有 自然保護課、各地方局森林林業課 

個人情報取扱事務の名称 鳥獣捕獲等許可証等亡失届出及び再交付申請事務 

個人情報取扱事務の目的 

鳥獣捕獲等許可証、従事者証、狩猟免状、狩猟者登録証等を交

付された者が、当該証明書を亡失した場合、届出をしなければ

ならないとされており、この届出の受理及び亡失した当該証明

書の再交付を行うための事務を行う。 

根拠法令等 
鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律第 9 条、

19 条、46 条、50 条及び 61 条 

個人情報の対象者の範囲 各届出及び申請者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

個人識別符号 氏名 □性別 □生年月日・年齢 □顔

画像 住所・居所 電話番号 □メールアドレス □そ

の他（  ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況 □意見・要望 □相談 その他（ 亡失

理由等 ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）無 

保有個人情報の保有形態 

電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 

有（ファイル名 狩猟者台帳（狩猟免状・狩猟者登録証の

場合） ）□無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 全庁共通  地方機関共通  固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 自然保護課 

保 有 自然保護課、各地方局森林林業課 

個人情報取扱事務の名称 狩猟免許等の取消、効力の停止及び免許の失効事務 

個人情報取扱事務の目的 

狩猟免許を受けた者が鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関する法

律の欠格条項及び同法に違反した場合等に狩猟免許の取消及び

効力の停止等を行うことができることとなっており、その決定

を行うための事務及び狩猟免許、鳥獣捕獲等許可を受けた者が

同法に違反し、罰金刑以上の刑に処せられた場合、その狩猟免

許及び許可は失効することとなっており、その決定を行うため

の事務。 

根拠法令等 
鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関する法律第 10 条、22 条、24

条、52 条及び 64 条 

個人情報の対象者の範囲 
狩猟免許欠格者及び鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関する法律

違反者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

個人識別符号 氏名 □性別 生年月日・年齢 □顔

画像 住所・居所 電話番号 □メールアドレス □そ

の他（  ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 
□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況 □意見・要望 □相談 □その他（  ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

有（個人情報保護法第69条第２項第３号該当） 

□無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 全庁共通  地方機関共通  固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 自然保護課 

保 有 自然保護課、各地方局森林林業課 

個人情報取扱事務の名称 飼養登録届出事務 

個人情報取扱事務の目的 鳥獣の飼養登録をした者が行う届出の受理をする。 

根拠法令等 鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関する法律第 19 条 

個人情報の対象者の範囲 飼養登録申請者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 氏名 □性別 □生年月日・年齢 □顔

画像 住所・居所 電話番号 □メールアドレス □そ

の他（  ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況 □意見・要望 □相談 その他（飼養す

る鳥獣、飼養している鳥獣等 ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

有（個人情報保護法第69条第２項第３号該当） 

□無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 全庁共通  地方機関共通  固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 自然保護課 

保 有 自然保護課、各地方局森林林業課 

個人情報取扱事務の名称 登録鳥獣譲受け等届出事務 

個人情報取扱事務の目的 
登録鳥獣の譲受け又は引受けをした者が行う届出の受理をす

る。 

根拠法令等 鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関する法律第 20 条第 3 項 

個人情報の対象者の範囲 届出者に譲受け又は引渡しした者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

個人識別符号 氏名 □性別 □生年月日・年齢 □顔

画像 住所・居所 電話番号 □メールアドレス □そ

の他（  ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況 □意見・要望 □相談 その他（鳥獣飼

養登録票 ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

有（個人情報保護法第69条第２項第３号該当） 

□無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 全庁共通  地方機関共通  固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 自然保護課 

保 有 自然保護課、各地方局森林林業課 

個人情報取扱事務の名称 損失補償事務 

個人情報取扱事務の目的 

鳥獣保護区における給餌施設等の設置又は特別保護地区におけ

る行為許可条件の設定に伴い、損失を受けた者に対し補償を行

う。 

根拠法令等 鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関する法律第 32 条 

個人情報の対象者の範囲 請求者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 氏名 □性別 □生年月日・年齢 □顔

画像 住所・居所 電話番号 □メールアドレス □そ

の他（  ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 
□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況 □意見・要望 □相談 □その他（ ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第３号該当） 

無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 

  



188 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 全庁共通  地方機関共通  固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 自然保護課 

保 有 各地方局森林林業課 

個人情報取扱事務の名称 狩猟免許試験の合格の取消し及び受験禁止の事務 

個人情報取扱事務の目的 
狩猟免許試験の合格を取消した者への通知、及び受験禁止を行

った旨の国及び管轄都道府県知事への報告等を行う。 

根拠法令等 
鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関する法律第 50 条 

鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関する法律施行規則第 57 条 

個人情報の対象者の範囲 狩猟免許申請者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

個人識別符号 氏名 □性別 □生年月日・年齢 □顔

画像 住所・居所 電話番号 □メールアドレス □そ

の他（  ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況 □意見・要望 □相談 その他（合格取

り消し等の状況 ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

有（個人情報保護法第69条第２項第３号該当） 

□無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）無 

保有個人情報の保有形態 

電子計算機処理ファイル 

マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



189 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 全庁共通  地方機関共通  固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 自然保護課 

保 有 自然保護課、各地方局森林林業課 

個人情報取扱事務の名称 猟区の認可事務 

個人情報取扱事務の目的 
猟区認定にあたり、申請者に認可、猟区管理規定の変更及び廃

止、当該認可の取消し等を行う事務。 

根拠法令等 鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関する法律第 68 条 

個人情報の対象者の範囲 許可申請者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

個人識別符号 氏名 □性別 □生年月日・年齢 □顔

画像 住所・居所 電話番号 □メールアドレス □そ

の他（  ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況 □意見・要望 □相談 その他（予算

書、猟区管理規定 ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

有（個人情報保護法第69条第２項第３号該当） 

□無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 全庁共通  地方機関共通  固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 自然保護課 

保 有 自然保護課 

個人情報取扱事務の名称 鳥獣捕獲等事業者の認定及び変更認定等の事務 

個人情報取扱事務の目的 

鳥獣捕獲等事業を実施する者は、都道府県知事の認定を受ける

ことができるとされており、認定に必要な事務を行う。また、

認定後に変更する事項があるときは、都道府県知事の認定を受

けなければならないとされており、変更認定に必要な事務を行

う。 

根拠法令等 
鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律第 18 条の

2、18条の 3、18条の 7 

個人情報の対象者の範囲 各届出及び申請者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

個人識別符号 氏名 □性別 生年月日・年齢 □顔

画像 住所・居所 電話番号 □メールアドレス □そ

の他（  ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況 □意見・要望 □相談 その他（予算

書、猟区管理規定 ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

有（個人情報保護法第69条第２項第３号該当） 

□無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）無 

保有個人情報の保有形態 

電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 全庁共通  地方機関共通  固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 自然保護課 

保 有 自然保護課 

個人情報取扱事務の名称 愛鳥週間用ポスターコンクール実施事務 

個人情報取扱事務の目的 
青少年の野鳥愛護精神の高揚のため、愛鳥週間用ポスターコン

クールを実施する。 

根拠法令等 愛鳥週間用ポスター原画募集要領 

個人情報の対象者の範囲 県下の小学生、中学生、高校生 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 氏名 性別 生年月日・年齢 □顔

画像 □住所・居所 □電話番号 □メールアドレス そ

の他（学年）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況 □意見・要望 □相談 その他（予算

書、猟区管理規定 ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 全庁共通  地方機関共通  固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 自然保護課 

保 有 全庁 

個人情報取扱事務の名称 審議会委員等選任・改善事務 

個人情報取扱事務の目的 

構成員を適正に選任するとともに、県が策定した「審議会等

の見直し方針」等に基づき、必要に応じて見直し事務を行う

ため。 

根拠法令等 
えひめの生物多様性保全推進委員会設置要綱、愛媛県特定鳥獣

適正管理検討委員会設置要綱 

個人情報の対象者の範囲 審議会委員等選任者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 氏名 性別 生年月日・年齢 □顔

画像 □住所・居所 □電話番号 □メールアドレス そ

の他（職業・職歴）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況 □意見・要望 □相談 その他（予算

書、猟区管理規定 ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

有（個人情報保護法第69条第２項第２号及び３号該当） 

□無 

提供先 
実施機関内部 他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）無 

保有個人情報の保有形態 

電子計算機処理ファイル 

マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 消費生活センター 

保 有 消費生活センター 

個人情報取扱事務の名称 消費生活相談事務 

個人情報取扱事務の目的 消費者被害の救済・未然防止・拡大防止のための対策 

根拠法令等 
消費者基本法第19条、消費者安全法第8条、愛媛県消費生活

条例第24条 

個人情報の対象者の範囲 
相談者、当該相談に係る契約等の当事者、当該相談に係る事

業者等 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  ☑相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第69条第２項第３号該当） 

□無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 ☑他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
☑有（ファイル名 消費生活相談情報 ）   □無 

備考 
個人情報の記録項目「相談」には、要配慮個人情報やその他

の情報が含まれることがある。 

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 


